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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS C 61000-4-6:2017
は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 C 61000-4-6：0000 
 (IEC 61000-4-6：2023) 

電磁両立性－第 4-6 部：試験及び測定技術－ 
無線周波電磁界によって誘導する伝導妨害に対する

イミュニティ 
Electromagnetic compatibility(EMC)－Part 4-6: Testing and measurement 

techniques－Immunity to conducted disturbances, induced by  
radio-frequency fields 

 
序文 

この規格は，2023 年に第 5 版として発行された IEC 61000-4-6 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

また，側線又は点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，周波数範囲 150 kHz～80 MHz の意図的な無線周波（RF）送信機から到来する電磁妨害に対

する電気・電子装置の伝導性イミュニティ要求事項について規定する。 

注記 1 この規格で規定する方法及び試験機器は，80 MHz までの周波数範囲の使用を意図しているが，

この規格を引用する規格を作成する製品規格原案作成委員会は，この方法を 230 MHz までの周

波数において用いることを決定する可能性がある（附属書 B 参照）。 

ただし，妨害 RF 電磁界を結合させる導線又はケーブル（例えば，電源線，信号線又はグラウンド線）

を一つももたない装置は，この規格の適用範囲から除外する。 

注記 2 電磁放射によって誘導する伝導妨害信号が，関連装置に及ぼす影響を評価する試験方法を，こ

の規格の中で定めている。これらの伝導妨害のシミュレーション及び測定は，影響の定量的な

決定のためには適切で正確なものとはいえない。影響の定量的分析のために，各種の設備での

結果の適切な再現性を確立することを主要な目的として，この規格を構成している。 

この規格の目的は，RF 電磁界によって誘起する伝導妨害に対して，電気・電子装置の機能的イミュニテ

ィを評価するための共通基準を確立することである。この規格は，規定した現象に対する，装置又はシス

テムのイミュニティを評価するための方法を規定している。 

注記 3 この規格は，IEC Guide 107 で記載しているように，製品規格を作成するときに用いる

基本 EMC 規格である。また，製品規格原案作成委員会は，このイミュニティ試験規格

を適用するかどうかを決定する責任をもつ。さらに，適用する場合，適切な試験レベル

及び性能評価基準を決める責任がある。  

注記 4 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
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IEC 61000-4-6:2023 ， Electromagnetic compatibility (EMC) － Part 4-6: Testing and measurement 
techniques－Immunity to conducted disturbances, induced by radio-frequency fields（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”ことを

示す。 

2 引用規格 

この規格には，引用規格はない。 

注記 1 対応国際規格では，CISPR 16-1-2（Specification for radio disturbance and immunity measuring 
apparatus and method－Part 1-2: Radio disturbance and immunity measuring apparatus－Coupling 
devices for conducted disturbance measurements）を引用規格の箇条に記載しているが，この規格の

要求事項の一部を構成する引用ではないため，参考文献として記載した。 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 
ISO 及び IEC は，規格化において用いられる用語のデータベースを管理しており，次のアドレスに示

されている。 

・ IEC Electropedia: available at http://www.electropedia.org/ 

・ ISO Online browsing platform: available at https://www.iso.org/obp/ui 

3.1 
擬似手，AH（artificial hand） 

平均的な動作条件下での，大地と携帯用電気機器との間の人体のインピーダンスを模擬する電気回路網 

注釈 1 疑似手の構造は，CISPR 16-1-2 に従うことが望ましい。 
（出典：JIS C 60050-161，161-04-27 に注釈 1 を追加）。 

3.2 
補助装置，AE（auxiliary equipment） 

供試装置（EUT）に，通常動作を行うのに必要な信号を供給するための装置 

注釈 1 補助装置は，EUT の性能の確認に役立つことがある。 
 

3.3 
クランプ注入（clamp injection） 

クランプ注入デバイスを用いてケーブルに信号を注入する方法 

3.4 
クランプ注入デバイス（clamp injection device） 

クランプしたケーブルに信号を注入するためのデバイス 

注釈 1 クランプ注入デバイスには，電流注入クランプ及び EM クランプがある。 

3.4.1 
電流注入クランプ（current clamp） 
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電流を注入するケーブルを二次巻線とするトランス 

3.4.2 
EM クランプ（electromagnetic clamp, EM clamp） 

容量結合及び誘導結合を組み合わせた注入デバイス 

3.5 
コモンモードインピーダンス（common-mode impedance） 

あるポートにおける，コモンモード電流でコモンモード電圧を除した数値 

注釈 1 コモンモードインピーダンスは，そのポートの端子又はシールドと基準面（点）との間に単一

のコモンモード電圧を印加することによって決定可能である。その結果生じたコモンモード電

流は，これらの端子又はシールドを流れる全ての電流のベクトル和として測定可能である［図

15a)及び図 15b)参照］。 

3.6 
結合係数（coupling factor） 

結合デバイス及び結合・減結合デバイス（結合デバイス及び減結合デバイスの両方の機能を備え合わせ

たデバイス）の EUT ポートで得られる開回路電圧（e.m.f.）を，試験信号発生器の出力で得られる開回路

電圧で除して決定した比 

3.7 
結合回路網，結合デバイス（coupling network，coupling device） 

エネルギーを，ある回路から他の回路へ規定のインピーダンスで伝達するための電気回路及びデバイス 

注釈 1 結合回路網及び減結合回路網は，一つの箱［結合・減結合回路網（CDN）］に統合してもよいが，

別々の回路網としてもよい。 

3.8 
結合・減結合回路網，CDN（coupling/decoupling network） 

結合回路網及び減結合回路網の両方の機能を一つの箱に収めた電気回路 

3.9 
減結合回路網，減結合デバイス（decoupling network，decoupling device） 

EUT に印加する試験信号が EUT 以外の他の機器，装置又はシステムに影響を及ぼすのを防ぐための電

気回路及びデバイス 

3.10 
試験信号発生器（test generator） 

所要の信号を発生することができる発生器（RF 信号発生器，変調器，減衰器，広帯域電力増幅器及び

フィルタ） 

注釈 1 図 4 参照。 

3.11 
起電力，e.m.f.（electromotive force） 
能動素子を理想電圧源で表現するときの電圧源の端子における電圧  

3.12 
測定結果，Umr（measurement result） 
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測定装置の電圧の読み 

3.13 
電圧定在波比，VSWR（voltage standing wave ratio） 

線路に沿った電圧の，最大振幅と隣接する最小振幅との比 

4 一般 

この規格の対象となる妨害源は，通常，意図的な RF 送信機から到来し，設置している装置に接続する

ケーブルの全長にわたって作用する電磁界である。妨害を受ける装置は，ほとんどが大きなシステムの一

部であるが，その寸法は，妨害信号の波長に比べて短いと仮定可能である。EUT の入出力線（例えば，電

源線，通信線，インタフェースケーブル）は，意図的及び非意図的信号に対して，受動的な受信アンテナ

回路網及び信号伝導路として働く。 

ケーブルネットワークでは，感受性のある装置は自身を“通り抜ける”電流にさら（曝）される。装置

に接続するケーブルシステムは，共振モード（λ/4 又は λ/2 の開放形又は折り返しダイポール）にあると仮

定が可能であり，それらは基準グラウンド面に対して 150 Ω のコモンモードインピーダンスをもつ結合デ

バイス及び減結合デバイスによって代表される。この規格で規定する方法では，EUT は二つの 150 Ω のコ

モンモードインピーダンス（一方は RF 信号源の出力インピーダンス，他方は電流の帰路のインピーダン

ス）の間に接続される。 

この試験方法では，意図的な RF 送信機から到来する電磁界を模擬した妨害源に EUT をさら（曝）す。

これらの妨害電磁界（電界 E 及び磁界 H）は，図 1 の中で示す試験系によって発生する電圧及び電流によ

る近傍電磁界で近似可能である。 

結合デバイス及び減結合デバイスを用いて，一つのケーブルに妨害信号を印加するとき他のケーブルに

は印加しないという方法（図 2 参照）は，全てのケーブルにレベル及び位相の異なった電圧を同時に印加

するという現実の状況を近似しているにすぎない。 

結合デバイス及び減結合デバイスの特性は，6.2 に規定する。この特性を満足する任意の結合デバイス及

び減結合デバイスを利用することが可能である。附属書 D の中の結合・減結合回路網（CDN）は，市販の

回路の一例である。 
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Zce ：CDN のコモンモードインピーダンス， Zce＝150 Ω 
U0 ：試験信号発生源の電圧（起電力） 
Ucom ：EUT と基準グラウンド面との間のコモンモード電圧 
Icom ：EUT を通るコモンモード電流 
Jcom ：EUT の伝導表面における電流密度又は EUT の他の導体における電流 
E，H ：電界及び磁界 
 

注記 図中の端子 A 及び B に接続した 100 Ω の抵抗器は，CDN に含む。左側の端子 A は，50 Ω 負荷で接続し，

かつ，右側の端子 B は試験信号発生器の出力端子に接続する。 
 

図 1－EUT のケーブルのコモンモード電流による EUT 近傍の電磁界を示す概念図 

 

a) CDN を用いるイミュニティ試験のためのセットアップ概念図 

AE 1 
CDN 1 

T 
EUT 

CDN 2 

T2 

RF 信号発生器 

AE 2 

D 

0.1 m ≤ D ≤ 0.3 m 
D 

基準グラウンド面 h ≥ 30 mm 
0.1 m ± 0.05 m 絶縁支持台 

試験信号発生器 

絶縁シート又は支持台 
絶縁シート又は支持台 
 

試験信号 

発生器 
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b) 注入クランプを用いるイミュニティ試験のためのセットアップ概念図 
T ： 50 Ω 終端器 

T2 ： 固定減衰器［6 dB（6.1参照） ］ 
CDN ： 結合・減結合回路網 
注入クランプ ： 電流注入クランプ又はEMクランプ 
h ： CDNに接続するケーブルの高さ 
D ： CDNとEUTとの間の距離，注入クランプとEUTとの間の距離 
絶縁シート又は支持台 ： 絶縁支持台の代わりに，非導電性の，コーティング，脚，ローラー若し

くはキャスタ又はそれらの全てが使用可能である。高さは規

定どおりにする必要がある。CDN 1で分離されたAE 1の下の絶縁シート

又は支持台の高さは規定する必要はない。 

図 2－RF 伝導妨害に対するイミュニティ試験の概念図 

5 試験レベル 

150 kHz～80 MHz の周波数範囲の，RF 送信機からの電磁波によって誘導される伝導妨害に対して，この

規格に従った試験を行う。 

実効値で示した無変調妨害信号の開放端試験レベル（起電力）を，表 1 に規定する。 

表 1－試験レベル 

周波数範囲 150 kHz～80 MHz 

レベル 
起電力（e.m.f.） 

U0 

V 
U0 

dB(μV) 
1 1 120 
2 3 129.5 
3 10 140 

X a) 特殊 
注 a) “X”は，オープンレベルである。レベルは，個別装置の仕様書に明記し

なければならない。 

試験レベルは，結合デバイスの EUT ポートで設定する（6.4 参照）。この信号は，実際の脅威を模擬する

ために 1 kHz の正弦波による変調度 80 %の振幅変調を行う。振幅変調した場合の効果を図 3 に示す。試験

0.1 m ≤ D ≤ 0.3 m 

AE 1 
CDN 1 

T 
EUT 

注入 
クランプ 

T2 

RF 信号発生器 

AE 2 

D D 

基準グラウンド面 
h ≥ 30 mm 

0.1 m ± 0.05 m 絶縁支持台 

試験信号発生器 

CDN 2 

T 

絶縁シート又は支持台 
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レベルを選択するための指針を，附属書 C に示す。 

注記 1 JIS C 61000-4-3 もこの規格と同様に，放射電磁エネルギーに対する電気・電子装置のイミュニ

ティを確立するための試験方法を規定している。JIS C 61000-4-3 は，80 MHz 以上の周波数を

対象とする。製品規格では，これら二つの試験方法での適用領域の境界を 80 MHz 未満又は以

上の周波数に変更することが可能である（附属書 B 参照）。 

注記 2 製品規格では，代替の変調方式の選択が可能である。 

 
3 

2 

1 

0 

–1 

–2 

–3 

3 

2 

1 

0 

–1 

–2 

–3 

Up-p 

Urms 

Urms 

Umaximum rms 

Up-p 

a)  無変調 RF 信号 

          Up-p = 2.82 V 
         Urms = 1.00 V 

b) 80 % AM（振幅変調）RF 信号 
Up-p = 5.09 V 
Urms = 1.15 V 

Umaximum rms = Urms x (100+m) / 100 = 1.8 V 
  

図 3－変調時及び無変調時の RF 信号の例 

6 試験装置及びレベル調整手順 

6.1 試験信号発生器 

試験信号発生器は，適切な注入点で所要のレベルの妨害信号を各結合デバイスの入力ポートに供給する

ための全ての試験装置及び部品を含む。代表的には次に示す試験装置及び部品で構成し，個々に独立して

いる場合も，一つ以上の試験装置に統合されている場合もある（3.10，図 4 及び図 5 参照）。 

－ RF 信号発生器（G1） 対象の周波数帯の信号が発生可能で，1 kHz の正弦波による変調度 80 %の振

幅変調ができる信号発生器。信号発生器は，例えば，周波数，振幅若しくは変調度を手動で制御する

手段をもつか，又は RF シンセサイザの場合，周波数に依存するステップの幅及び滞在時間（dwell time）
をプログラムで設定できなければならない。 

－ 可変減衰器（T1） 妨害試験信号源出力レベルを制御するための，適切な周波数特性をもつ RF 信号

減衰器（通常 0 dB～40 dB）。T1 は RF 信号発生器に組み込まれる場合がある。 

－ RF スイッチ（S1） EUT のイミュニティ試験中に妨害試験信号をオン又はオフに切り替えが可能な

スイッチ。S1 は RF 信号発生器に組み込まれる場合がある。 

－ 広帯域電力増幅器（PA） RF 信号発生器の出力電力が不十分なとき，その信号を増幅するために用い
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る。 

－ ローパスフィルタ（LPF）及び／又はハイパスフィルタ（HPF） 幾つかの種類の EUT（例えば，RF
受信機）では高調波（高次又は副次）による干渉を避けるために用いる場合がある。これらが必要な

場合には，PA と T2 との間に挿入する。 

－ 固定減衰器（T2） 十分な電力定格をもつ固定減衰器（6 dB±0.5 dB）。T2 は電力増幅器出力に対する

電圧定在波比（VSWR）を減らすために用いる。より大きな減衰量を用いてもよい。 

試験信号発生器の特性を，表 2 に規定する。 

表 2－試験信号発生器の特性 

公称出力インピーダ

ンス 
50 Ω 

高調波及びひずみ 結合デバイスの EUT ポートにおいて，150 kHz～80 MHz の周波数帯域の全ての不必

要な信号（スプリアス）は，搬送波レベルより，少なくとも 15 dB 小さくなければな

らない。 

振幅変調 内部変調又は外部変調 

変調信号は，1 kHz±0.1 kHz の正弦波 

変調度 m（%）は，次の式による 𝑚 = (80 +5−20) % 

ここで 𝑚 = 100 × 𝑈p-p,max − 𝑈p-p,min𝑈p-p,max + 𝑈p-p,min
 

（記号は，図 2 参照） 

出力レベル 試験レベルを満足するために十分な大きさ 

（附属書 E 参照） 

注記 高調波及びひずみは，出力レベルの 1.8 倍の無変調連続波で測定している。 

 

G1 ： RF 信号発生器 T1 ： 可変減衰器 
PA ： 広帯域電力増幅器 T2 ： 固定減衰器（6.1 参照） 
LPF/HPF ： ローパスフィルタ若しくはハイパスフィルタ又はその両

方（任意） 
S1 ： RF スイッチ 

図 4－試験信号発生器の概念図 

6.2 結合デバイス及び減結合デバイス 

6.2.1 一般 

結合デバイスは，EUT に接続する各種のケーブルへ，EUT ポートにおける規定のコモンモードインピー

ダンスで，全周波数範囲にわたり妨害信号を適切に結合（注入）するために用いる。減結合デバイスは，
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結合した妨害信号によって試験の対象としないデバイス，装置及びシステムが影響を受けるのを防ぐため

に用いる。 

結合デバイス及び減結合デバイスは，例えば，CDN のように一つの箱に組み込まれる場合も，電流注入

クランプ及び減結合クランプのように幾つかの部分に分けて構成する場合もある。 

試験の再現性及び AE の保護のための望ましい結合デバイス及び減結合デバイスは，CDN（6.2.2 参照）

である。結合デバイスと減結合デバイスとを組み合わせた場合の主なパラメータである，EUT ポートから

見たコモンモードインピーダンスを，表 3 に規定する。CDN が適用できない場合，例えば，CDN による

減衰が EUT の内部動作に悪影響を及ぼしている場合，又は CDN が入手不可能な場合，他のデバイスによ

る注入が可能である。適切な注入方法の選択について，7.4 に規定する。ただし，他のデバイスによる注入

方法は，その電気的特性のために表 3 のパラメータの要求事項を満たすことは容易ではない。 

表 3－結合デバイス及び減結合デバイスを組み合わせた場合の主なパラメータ 

パラメータ 周波数帯 

0.15 MHz～24 MHz 24 MHz～80 MHz 

|Zce| 150 Ω±20 Ω 150 Ω 


45
60  

Zce の位相（偏角），及び EUT ポートと AE ポートとの間の減結合係数は，いずれも

個別に規定していない。これらの係数は，|Zce|の許容差が，AE ポートと基準グラウ

ンド面との間を短絡又は開放した条件で満たされるという要求事項（6.3.1 参照）

に含まれる。 

注記 クランプの詳細は，附属書 A に規定する。 
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図 5－結合及び減結合の原理－セットアップ原理に用いる記号 
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図 6－結合及び減結合の原理－遮蔽ケーブルに対する直接注入の原理 

 

図 7－結合及び減結合の原理－CDN を用いた場合の無遮蔽ケーブルに対する結合の原理 

 

例 一般的には Cdec は 47 nF，150 kHz のときの低周波数用及び高周波数用のインダクタの合成インダクタンスは，

280 μH 以上 
低周波数用インダクタ：フェライトトロイダルコアに 17 回巻 

材料：ニッケル亜鉛フェライト，μR＝1 200 

高周波数用インダクタ：2 個～4 個のフェライトトロイダルコア（チューブ）， 

材料：ニッケル亜鉛フェライト，μR＝700 

図 8－結合及び減結合の原理－CDN を用いた場合の無遮蔽ケーブルに対する減結合の原理 

6.2.2 結合・減結合回路網（CDN） 
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6.2.2.1 一般 

CDN は，一つの箱の中に結合回路及び減結合回路を組み込んだものである。CDN の代表的な原理を，

図 7 及び図 8 に示す。附属書 D に記載する異なる種類の CDN の選択方法を，表 4 に示す。選択した CDN
は目的の信号に過剰に影響を及ぼしてはならない。信号への影響に対する制限を，製品規格の中で規定し

てもよい。 

CDN の選択方法の指針を，6.2.2.2～6.2.2.5 に規定する。CDN は試験する EUT ポートの線数に合わせて

選択しなければならない。例えば，3 線のデータ線の場合は CDN-AF3 を用いる。 

注記 非線形素子を含む CDN の潜在的な非線形に注意する。 

表 4－CDN の選択方法 

線種 例 用いる CDN の種類 
電源（交流及び直流） 

及び接地 
商用電源 

工業用施設の直流電源 
接地 

CDN-Mxa) 
（図 D.2 参照） 

遮蔽ケーブル 同軸ケーブル 
LAN 及び USB の接続に用いるケーブ

ル 
オーディオシステムに用いるケーブル 

CDN-Sxa) 
（図 D.1 参照） 

無遮蔽平衡線路 ISDN 回線 
電話回線 

CDN-Txa) 
（図 D.4，図 D.5，図 D.7 及び附属書 H 参

照） 
無遮蔽不平衡線路 上記の 3 線種に属さないその他の線 CDN-AFxa)又は CDN-Mxa) 

（図 D.3 及び図 D.6 参照） 
注 a) x は線数。 

6.2.2.2 電源線用 CDN 

CDN は，全ての電源線に接続することが推奨されている。ただし，より大きい電力システム（電流 16 
A 以上）又は複合電源システム（多相又は各種の並列の供給電圧）に対しては，その他の注入方法を選択

してもよい。 

妨害信号は，CDN-Ml（単線），CDN-M2（2 線），CDN-M3（3 線）又はこれらと同等の回路網（附属書 D
参照）を用いて電源線に結合しなければならない。同様の回路網は，三相電源にも適用可能である。この

結合回路を，図 7 に示す。 

注記 特に CDN-M1 を用いるときに，EUT に流れる電流による磁性体の飽和によって，CDN の性能が

低下することがある。この現象は，順方向電流の磁化による効果が逆方向電流による効果で相殺

することで回避できる場合がある。 

警告 CDN の中のコンデンサは，充電部に接続している。この結果，大きい漏れ電流が発生する可能性

があるため，安全上，CDN を基準グラウンド面に接続する（この接続は，CDN の構造によって

は，基準グラウンド面に置くことで実現される場合がある。）。 

6.2.2.3 無遮蔽平衡線路用の CDN 

無遮蔽の平衡ケーブルに対する妨害信号の結合及び減結合には，次のとおりCDN-T2，CDN-T4又はCDN-
T8 を用いる。図 D.4，図 D.5 及び図 D.7 にこれらの回路の例を示す。 

－ 1 ペアの平衡線（2 線）をもつケーブルは CDN-T2 
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－ 2 ペアの平衡線（4 線）をもつケーブルは CDN-T4 

－ 4 ペアの平衡線（8 線）をもつケーブルは CDN-T8 

平衡線のペア数は，ポートに接続するケーブルによって決まる。 

目的の周波数範囲において適切であり，かつ，6.2.1 の要求事項に適合する場合は，他の CDN-Tx を用い

てもよい。例えば，CDN-Tx のディファレンシャルモードからコモンモードへの変換損は，敷設している

ケーブル又はケーブルを接続している EUT の指定の変換率よりも大きな値であることが望ましい。変換

率の指定値がケーブルと EUT とで異なる場合は，小さい方の値を適用する。複数ペアの平衡ケーブルに対

して適切な CDN が利用できないときに，クランプ注入が必要となる場合がある。 

6.2.2.4 無遮蔽不平衡線路用の CDN 

無遮蔽の不平衡線路への妨害信号の結合及び減結合には，AFx 又は Mx の CDN を用いる。2 線の CDN
（AF2）の例を，図 D.3 に，8 線の CDN（AF8）の例を，図 D.6 に示す。 

無遮蔽不平衡線路に対して，CDN が適用できない場合には，図 20 に従って注入方法を決定する。 

6.2.2.5 遮蔽ケーブル用の CDN 

遮蔽ケーブルへの妨害信号の結合及び減結合には，CDN-Sx を用いる。同軸ケーブル用の CDN（CDN-
S1）の例を，図 D.1 に示す。 

妨害信号の結合に CDN-Sx を用いて遮蔽ケーブルを試験する場合には，遮蔽の両端を適切なグラウンド

（例えば，金属筐体，プリント回路基板上の広いグラウンド）に接続する。この条件が満足できない場合

には，その遮蔽ケーブルは無遮蔽ケーブルとして試験する。 

6.2.3 クランプ注入デバイス 

6.2.3.1 一般 
クランプ注入デバイスは，結合機能及び減結合機能に分かれる。 
結合は，クランプオンデバイスで行い，コモンモードインピーダンス及び減結合機能は，クランプオン

デバイス及び AE で確立する。 
このように，AE は，結合デバイス及び減給合デバイスの一部となる。クランプ注入デバイスを用いる場

合，AE にも EUT に注入した電流が流れるので，適用する試験レベルに対応した電流に耐える必要がある。 

注記 EM クランプは，10 MHz を超える周波数では，幾らかの減結合機能をもつ。附属書 A 参照。 

クランプ注入デバイスの適切な選択及び適用手順を，7.6 に規定する。 

6.2.3.2 電流注入クランプ 

電流注入クランプは，EUT に接続したケーブルへの誘導結合を実現する。例えば，5:1 の巻数比で変換

したコモンモード直列インピーダンスは，AE によって実現した 150 Ω に比べて極めて小さいため無視が

可能である。この場合，試験信号発生器の出力インピーダンス（50 Ω）は，2 Ω に変換される。その他の

巻数比を用いてもよい。 

電流注入クランプは大幅な減衰を誘起してはならない。電流注入クランプの挿入によって発生する試験

ジグの伝送損失は，1.6 dB を超えてはならない。伝送損失検証のための回路の一例を，図 10 に示す。 

注記 1 性能検証は次の二つの手順で実施可能である。第 1 の手順では，電流注入クランプがない状態
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で電圧 V を記録する。第 2 の手順では，電流注入クランプを挿入し，入力ポートを 50 Ω 負荷

で終端した状態で，電圧 Vを測定する。この二つの測定電圧の違いが，上記の 1.6 dB の規定値

と比較される。 

注記 2 例えば，電流注入クランプの巻線比が 5 対 1 の場合，変換されたコモンモード直列インピーダ

ンスは，AE によって確立された 150 Ω と比べて無視することが可能である。この場合，試験信

号発生器の出力インピーダンス（50 Ω）は 2 Ω に変換される。他の巻線比を用いることも可能

である。 

電流注入クランプへ印加する信号レベルは，試験の前に設定する。試験レベルの設定手順を，6.4.2 に規

定する。また，試験レベル設定の回路例を図 10 に示す。 

注記 3 結合容量を最小にするために，クランプの中央を通してケーブルを配置することが一般的であ

る。 

 

図 9－150 Ω 試験ジグ内のレベル設定セットアップの回路例 

注記 図 9 は 6.4.2 の注記 1 で参照するが，対応国際規格の配置のままとした。 

電流注入クランプ 

試験信号発生器 

50 Ω 50 Ω 

測定装置 
（レベルメータ） 50 Ω 終端 

100 Ω 100 Ω 

V 
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図 10－電流注入クランプにおけるレベル設定の伝送損失を評価する回路例 

6.2.3.3 EM クランプ 

EM クランプは，EUT に接続したケーブルに対して容量結合及び誘導結合の両方を実現する。EM クラ

ンプの構造及び性能を，A.2 及び A.3 に規定する。 

6.2.4 直接注入デバイス 

直接注入は遮蔽ケーブル又は同軸ケーブルにだけ適用可能である。直接注入を用いる場合には，妨害信

号は，100 Ω の抵抗器を通して，遮蔽ケーブル端のグラウンド接続の有無にかかわらず，そのケーブルの

遮蔽側に注入される。AE と注入点との間に，A.3 に規定する減結合デバイスをできる限り注入点（図 6 参

照）に近づけて挿入する。グラウンド接続は，直接注入デバイスの入力ポートの遮蔽側から基準グラウン

ド面へ接続する。 

ケーブルの遮蔽側を AE 側で接地することを意図する場合は，減結合及び再現性を向上させるために，

試験対象ケーブルの遮蔽側から基準グラウンド面への接続を，減結合する要素デバイスの AE 側で実施す

ることが望ましい。ただし，実際の接地状況から大きく外れる場合（例えば，遮蔽ケーブル付きリモート

センサー）を除く。 

金属はく（箔）状の遮蔽部分に直接接続する場合には，信頼できる試験結果を得るために，良好な接続

を確保する。 

6.2.5 減結合回路網 

通常，減結合回路網は，全周波数範囲にわたって高いインピーダンスを作り出すために，幾つかのイン

ダクタで構成する。減結合回路網のインピーダンスは，用いるフェライト材料によって決まる。周波数 150 
kHz においては 280 μH 以上のインダクタンスが必要である。リアクタンスは，周波数 24 MHz 以下は 260 
Ω 以上，周波数 24 MHz 超は 150 Ω 以上を維持しなければならない。このリアクタンスは，フェライトの

電流注入クランプ 

50 Ω 終端 

50 Ω 
50 Ω 

測定装置 
試験信号発生器 

100 Ω 100 Ω 

V 

3 3

3
3
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トロイダルコア（図 8 参照）に巻線を複数回巻くか，又はケーブルに複数のフェライトトロイダルコアを

（通常，クランプオンチューブとして）取り付けることによって，実現可能である。 

注記 減結合クランプの仕様を，A.3 に規定する。 

附属書 D に記載する CDN は，この規格の他の場所で規定がない場合，無負荷状態の入力ポートをもつ

減結合回路網として用いることが可能である。CDN をこの方法で用いる場合は，6.2 の要求事項を満たさ

なければならない。CDN を減結合デバイスとして用いることが推奨される。CDN が適用されない場合は，

A.3 に規定する減結合クランプを用いなければならない。 

減結合回路網は，試験のために選択したケーブルだけではなく，EUT 若しくは AE 又はその両方に接続

されている全てのケーブルで用いなければならない。ただし，7.3 の場合における EUT 間の接続ケーブル

を除く。各ケーブルを個別に分離することが推奨されるが，減結合クランプの寸法が許容できる場合，同

じ減結合クランプに複数のケーブルを配線してもよい。 

6.3 結合デバイス及び減結合デバイスの EUT ポートでのコモンインピーダンスの検証 

6.3.1 一般 

結合デバイス及び減結合デバイスは，EUT ポートから見たコモンモードインピーダンス|Zce|によって特

徴付けられている。その正確な値は，試験結果の再現性を保証する。 

注記 結合デバイス及び減結合デバイスのコモンモードインピーダンスは，図 11～図 14 に示すセット

アップを用いて検証される。 

結合デバイス，減結合デバイス及びインピーダンス基準面（図 11）は，基準グラウンド面上に置く。基

準グラウンド面の寸法は，その全ての辺がセットアップした状態で投影した外形寸法よりも 0.2 m 以上大

きくする。 

インピーダンス基準点は，図 11 に示すように CDN の EUT ポートと接続する。インピーダンス基準面

にあるコネクタから見たコモンモードインピーダンスの大きさを測定する。 

CDN は，図 12 で示すように，入力ポートを 50 Ω 負荷で終端し，AE ポートをコモンモードで順次短絡

及び開放条件としたとき，表 3 のインピーダンス規定に適合しなければならない。この要求事項は，十分

な減衰を保証するとともに，AE のセットアップ（例えば，その入力ポートの開放又は短絡）の影響を，軽

微なものとなるようにしている。 

クランプ注入又は直接注入を用いる場合，EUT に接続した各種の AE の組合せについて，コモンモード

インピーダンスを検証することは非現実的である。クランプ注入の場合，通常，7.6 に規定する手順に従う

ことで十分である。直接注入の場合，通常，7.7 に規定する手順に従うことで十分である。 

6.3.2 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの挿入損失 

試験の前に試験信号発生器を設定する場合は，試験レベルは 150 Ω 系コモンモードインピーダンス環境

の中で確認しなければならない。この確認は，図 13 に示すように，コモンモードポイントを図 14 a)に示

す 150 Ω－50 Ω 変換アダプタを通して 50 Ω 測定デバイスと接続することによって達成される。アダプタ

の構造を，図 14 b)に示す。 

変換アダプタは，投影した外形寸法よりも全ての辺で 0.2 m 以上大きい基準グラウンド面の上に置く。

挿入損失は，図 13 の原理に従って測定する。この値は，9.5 dB±0.5 dB（50 Ω のシステムで測定した場合
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に直列に付加したインピーダンスに起因する理論値は 9.5 dB）の範囲でなければならない。受信機の入力

及び信号発生器の出力で，適切な VSWR（1.2 以下が望ましい）をもつ減衰器が推奨される。 

 
－ 基準グラウンド面の寸法は，その全ての辺が結合デバイス，減結合デバイス及び他の部品の投影した外形寸法よ

りも 0.2 m 以上大きくなければならない。 
– 同軸コネクタは，水平に EUT ポートに接続しなければならない。 
– EUT ポートの高さ h は各 CDN に応じて，0.03 m～0.1 m の高さで変えることが可能である。特に大電流用 CDN

は，基準グラウンド面より高い位置に EUT ポートをもつ。 
– インピーダンス基準面（同軸コネクタをもつ）の寸法は，高さ h が 0.03 m の場合 0.1 m×0.1 m，他の高さ h の場

合 0.15 m×0.15 m である。 
－ インピーダンス基準面及び CDN は，基準グラウンド面に対して高い周波数帯域においても良好に接続していなけ

ればならない。 

図 11－結合デバイス及び減結合デバイスのインピーダンス特性を確認するためのセットアップの例 

 

インピーダンスの要求事項は，スイッチ S を開放したとき及び閉じたときの両方に適合しなければならない（6.3 参

照）。 

図 12－結合デバイス及び減結合デバイスの Zce を確認するためのセットアップの原理 

≧ ≧ 

Zceの基準点 
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挿入損失＝Umr（スイッチ位置 2）－Umr（スイッチ位置 1） 
  dB       dB(μV)      dB(μV) 

図 13－二つの 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの挿入損失を測定するためのセットアップの原理 

 
  

注記 低インダクタンスの抵抗器： 
定格電力は 2.5 W 以上  

注記 同軸コネクタ面は図 11 と同じ，ただし，低インダクタン

スの 100 Ω の抵抗器を付加 

a)－150 Ω－50 Ω 変換アダプタの回路 b)－150 Ω－50 Ω 変換アダプタの構造図の例 

（150 mm×150 mm の例） 

図 14－150 Ω－50 Ω 変換アダプタの回路及び構造 

 試験信号発生器の設定 

6.4.1 一般 

無変調での試験レベルを正しく設定するために，6.4.2 の手順を適用する。試験信号発生器，結合デバイ

ス，減結合デバイス及び 150 Ω－50 Ω 変換アダプタは，6.1，6.2.1 及び 6.3.1 の要求事項に適合したものを

用いる。増幅器出力電力（方向性結合器を用いて測定する進行波電力）を測定することによって，試験信

号発生器の出力電力を決めることが可能である。6.4.2 の手順に従って得た測定結果に対する測定不確かさ

を，附属書 G に示す。 

6.4.2 結合デバイスの EUT ポートにおける出力レベル設定 

試験信号発生器は，結合デバイスの入力ポートに接続する。結合デバイスの EUT ポートは，150 Ω－50 
Ω 変換アダプタを通して，入力インピーダンス 50 Ω の測定装置にコモンモードポイント（図 15 及び図 16
参照）で接続する。結合デバイスの AE ポートは，コモンモードポイントで 50 Ω で終端した 150 Ω－50 Ω
変換アダプタを負荷として接続する。全ての結合デバイス及び減結合デバイスのセットアップを，図 16 に

コモンモードポイント 
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示す。 

注記 1 クランプ注入では，一般に電流注入クランプは双方向のため EUT ポート及び AE ポートの区別

がない。これらの装置は図 9 のジグを用いて校正される。 

全ての結合デバイス及び減結合デバイスのセットアップ及び次の測定方法を用いて，測定装置での読み

取りが次の手順の Umr となるように試験信号発生器を調節しなければならない。 

各結合デバイスについて，出力レベル設定は，最低周波数から始めて次の手順で行う。 

a) 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの出力ポートで Umr に等しい電圧値になるように，結合デバイスに無変調

の進行波電力を加える。 

増幅器の出力ポートでの進行波電力 Pfor 及び 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの出力ポートの電圧 Umr を

記録する。 

b) 周波数を，現周波数の最大 1 %分増やす。 

c) 次の周波数が試験周波数範囲の最高周波数（例えば，80 MHz）を超えるまで，a)及び b)を順番に繰り

返す。この手順に，試験終了周波数を含める。 

試験所は増幅器が飽和していないことを確実にする。これは次の手順を適用することで実証することが

望ましい。 

d) 各周波数ステップにおけるレベル設定時に必要とされる最大の進行波電力 Pformax を，試験に用いる全

ての結合デバイスに対して決定する。 

e) 各周波数について，次の手順を繰り返す。 

1) 増幅器の出力レベルを Pformax に設定する。 

2) RF 信号発生器の制御レベルを 5.1 dB 増やす。 

3) 新しい進行波電力 Pformax,inc を記録する。 

4) Pformax,inc－Pformax の差分が全ての周波数ステップに対して 3.1 dB～7.1 dB の場合，増幅器は許容範囲

にあり，選択した試験レベルでの試験に十分な試験システムである。差分が 3.1 dB 未満，又は 7.1 
dB よりも大きい場合，増幅器はノンリニアであり，試験には適さない。 

また，d)及び e)で規定する飽和検証手順を，各 CDN のレベル設定手順に直接含めてもよい。 

試験発生器の圧縮点及び増幅器のノンリニアリティについての情報を，附属書 J に示す。 

手順 a)の設定手順で，電圧 Umr は，次のように調整する。 

リニア表示では，Umr の基準値は U0/6，許容差は-16 %，+19 % 

対数表示では，Umr の基準値は U0－15.6 dB，許容差は±1.5 dB 

注記 2 U0 は，表 1 の中で規定する試験電圧であり，Umr は，3.12 で規定し，図 16 に示す測定電圧であ

る。試験誤差を最小にするために，試験信号発生器の出力レベルを，U0 によって設定するので

はなく，150 Ω 負荷（例えば，150 Ω－50 Ω 変換アダプタ及び 50 Ω 終端を用いた状態で）の設

定値 Umr で設定する。 
注記 3 係数 6（15.6 dB）は，試験レベルを起電力の値で規定したことによって生じる。整合負荷レベ

ルは起電力レベルの半分であり，更に 50 Ω終端の測定装置に 150 Ω－50 Ω 変換アダプタを接

続することによって測定値は 1/3 に分圧される。 
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試験信号発生器の設定における制御パラメータを記録し，その値を試験に用いる。 

試験信号発生器の設定手順は，少なくとも年 1 回，及び試験信号発生器若しくはその関連機器（RF 発生

器，増幅器，CDN，結合デバイスなど），又はその両方に重要な変更が加えられた場合に実施する必要があ

ることを意図している。 

 

a) n本の線を含む無遮蔽ケーブルのコモンモードポイントの定義 

 

b) n本の線を含む遮蔽ケーブルのコモンモードポイントの定義 

図 15－無遮蔽及び遮蔽ケーブルのコモンモードポイントの定義 
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結合デバイス及び減結合デバイス： 
－ 直接注入回路網（減結合付き） 
－ クランプ注入器（EM クランプ, 減結合デバイス付き電流注入クランプなど） 
注 a) 図中の 150 Ω 負荷，例えば，50 Ω で終端した 150 Ω－50 Ω 変換アダプタは，無遮蔽ケーブルだけに適用する。

遮蔽ケーブルの場合には，その遮蔽が AE 側で基準グラウンド面に接続しているので不要である。 

図 16－結合デバイス及び減結合デバイスの EUT ポートにおけるレベル設定のためのセットアップ 

7 試験セットアップ及び注入方法 

7.1 試験セットアップ 

EUT は，基準グラウンド面から高さ 0.1 m±0.05 m の絶縁支持台上に設置する（図 17 及び図 18 参照）。

基準グラウンド面からの高さ 0.1 m±0.05 m の非導電性のローラー又はキャスターを絶縁支持台の代わり

に用いることが可能である。EUT から出る全てのケーブルは，基準グラウンド面上の 30 mm 以上の高さ

で支持する。 

パネル，ラック又はキャビネットに取り付けるように設計している装置は，取り付けた状態で試験する。 

装置のグラウンド接続は，EUT の設置説明書に従う。 

結合デバイス若しくは減結合デバイス又はその両方を取り付けるときは，それらを EUT から 0.1 m～0.3 
m の距離に配置する（この規格ではこの距離を D と表記する。）。この距離は，基準グラウンド面上の EUT
投影面から結合デバイス若しくは減結合デバイス又はその両方まで，水平方向に寸法を測る（図 18，図 19
及び図 22 参照）。詳細を，7.2～7.7 に規定する。大型 EUT の試験セットアップ例を，附属書 F に示す。 

注記 距離 D は，EUT の全ての面で同じである必要はないが，0.1 m～0.3 m の間である。 

EUT が人とのインタフェース装置（例えばキーボード又は手で持つアクセサリー）を備えている場合は，

疑似手をその装置に置くか，疑似手でアクセサリーの回りを包み基準グラウンド面に接続する。疑似手の

説明，用途及び使い方の詳細は，CISPR 16-1-2 を参照可能である。 

≦30 mm 
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EUT 

≧ 0.5 m 

0.1 m ≦ D ≦ 0.3 m 

≧ 0.5 m a） 

 
CDN- 

 
CDN-M1 / AH 

基準グラウンド面 

絶縁支持台 

T 

試験信号発生器 

 
 T2 RF 信号発生器 

 

b） 

a） 

 
記号説明 

T 50 Ω 終端器 
T2 固定減衰器（6.1 参照） 
注 a) EUT は，試験装置を除く全ての金属物から 0.5 m 以上離す。 
注 b) 注入に用いないCDNのうち一つだけは，50 Ωで終端して帰路を一つにする。EUTの種類に応じて疑似手（AH）

も使用可能である。 

図 17－一つの CDN を用いた単一のユニットからなる EUT の試験セットアップの例（上面図） 

7.2 単一のユニットからなる EUT 

EUT は，基準グラウンド面から高さ 0.1 m±0.05 m の絶縁支持台の上に置く。基準グラウンド面は，机

の上に置いてもよい。 

試験する全てのケーブルに，結合デバイス及び減結合デバイスを挿入する（7.4.3 参照）。結合デバイス

及び減結合デバイスは，EUT から 0.1 m～0.3 m の距離で基準グラウンド面上に直接接触して配置する（図

17 及び図 18 参照）。結合デバイス及び減結合デバイスと EUT との間のケーブルは，可能な限り短くし，

束ねたり，巻いたりしてはならない。これらのケーブルの基準グラウンド面上の高さは，30 mm 以上とす

る。 

ケーブル長の調整が必要になることがある。すなわち，セットアップ要求事項を満たすためにケーブル

長を短くするなどの変更が必要になることがある。 
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EUT と CDN との間の推奨ケーブル長は，0.3 m 以下である。この長さまでケーブルを短くできない場

合，0.3 m の距離を 2 m まで許容するが，EUT 及び CDN を接続するケーブルは直線的に配置しなければな

らない。ケーブルが 2 m を超える場合，ケーブルが柔軟であれば CDN 側で 2 m を超える余分な長さを蛇

行させて配置する（図 17A 参照）。余分な長さのケーブルも，基準グラウンド面の 30 mm 上に維持し，束

ねたり巻いたりしない。 

図 17A－EUT と CDN との間のケーブル配置（2 m を超える場合） 

推奨ケーブル長の上限 30 cm を超える延長分は，試験報告書に記載する。 

EUT の専用 PE に加えて他の接地端子がある場合，実際の設置目的から大きく逸脱しない限り，それら

を全て一緒に結合して，CDN-M1 を介して基準グラウンド面に接続する。6.2.2.2 及び図 17 参照（すなわ

ち，CDN-M1 の AE ポートが基準グラウンド面に接続する。）。 

製品規格に従い，例えば，通信装置，モデム，プリンタ，センサなど，EUT の動作のために必要な AE，
並びにデータ転送及び機能の評価を確実に行うために必要な AE を，結合デバイス若しくは減結合デバイ

ス又はその両方を通して EUT に接続する。試験するケーブルの数を制限することが可能であるが，少なく

とも各物理タイプの一つのポートが注入の対象とならなければならない。 

EUT CDN 

2 m 
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EUT 

≧ 0.5  

0.1  ≦ D ≦ 0.3  

≧ 0.5  a） 

 
CDN- 

 
CDN- 

基準グラウンド面 

絶縁支持台 

T 

試験信号発生器 

  
T2 RF 信号発生器 

 
b） 

a）  
CDN- 

T 

 
記号説明 

T 50 Ω 終端器 
T2 固定減衰器（6.1 参照） 
注 a) EUT は，試験装置を除く全ての金属物から 0.5 m 以上離す。 
注 b) 注入に用いない CDN のうち一つだけは，50 Ω で終端して帰路を一つにする。他の全ての CDN は，減結合回

路網として構成する。 

図 18－複数の CDN を用いた単一のユニットからなる EUT の試験セットアップの例（上面図） 

7.3 幾つかのユニットからなる EUT 

相互に接続する幾つかのユニットで構成する装置は，次の方法のうちの一つを使って試験する。 

－ 推奨方法 各ユニットそれぞれは，自体を単一の EUT（7.2 参照）とみなし，他を AE とみなす。試験

の際に，結合デバイス及び減結合デバイス（又は CDN）を，EUT とみなしたユニットのケーブル（7.4.1
参照）に取り付ける。試験ごとに EUT とみなすユニットを入れ替えて，全ての個々のユニットを順次

試験する。 

－ 代替方法 常に 0.4 m 以下の短いケーブルによって互いに接続し，EUT の一部として試験する幾つか

のユニットは単一の EUT とみなすことが可能である。これらのケーブルはシステムの内部ケーブル

とみなし，この相互接続ケーブル上では伝導性イミュニティ試験を実施しない。図 19 参照。 
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EUT の一部分であるようなユニットは，全て絶縁支持台の上に互いに接触することなくできるだけ近く

に置く。これらのユニットの相互接続ケーブルも，また，絶縁支持台の上に置く。その他の全てのケーブ

ルは，7.4～7.7 に従って試験する。 

EUT は，試験装置を除く全ての金属物から 0.5 m 以上離す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≧ 0.5 m 

≧ 0.5 m 

0.1 m ≦ D ≦ 0.3 m 

CDN- 

CDN- 

CDN- 

CDN-Mx 

220 pF 

510  

疑似手 

 

RF 信号発生器 

基準グラウンド面 
絶縁支持台 

h = 0.1 m ± 0.05 m 

T b） 

T2 

T 

0.1 m ≦ D ≦ 0.3 m 

 T2 

  

T2 

a） 

EUT 2 
（例：モニタ） 

EUT 1 
（例：PC） 

EUT3 
（例：キーボード） 

 
記号説明 

T 50 Ω 終端器 
T2 固定減衰器（6.1 参照） 

注 a) 注入に用いない CDN のうち一つだけは，50 Ω で終端して帰路を一つにする。他の全ての CDN は，減結合回

路網として構成する。 
注 b) EUT に附属する相互接続ケーブル（0.4 m 未満）は，絶縁支持台の上に置く。 

図 19－幾つかのユニットからなる EUT における試験セットアップの例（上面図） 

7.4 注入方法及び試験ポイントの選択  

7.4.1 一般  

結合デバイス及び減結合デバイスに取り付けるケーブルの型式及び数を選択するために，典型的な設置

条件における物理的な形状，例えば，最長ケーブルの適切な長さを考慮する。 
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7.4.2 注入方法 

注入方法を選択するためのフローチャートを，図 20 に示す。 

 

 
注 a) 表 4 参照 
注 b) 6.2.3 参照 
注 c) 6.2.1 参照 
注 d) “適用”は，EM クランプが技術的にケーブルに適合できることを意味する。 
注記 フローチャートの決定ルートでは，直接注入より，例えば，CDN 又は EM クランプなどの結合デバイスを用

いる試験方法が優先される。これは通常，結合デバイスの使用がより限定的で，直接注入などの個別の設定の

余地が少ないからである。 
 

図 20－注入方法の選択フローチャート 

試験は，試験のために選択したケーブルを含む EUT を用いて，標準的な適用に沿った方法で設置，配置

及び操作する。この規格にない CDN であっても，この規格の要求事項に適合する場合は用いてもよい。 

EUT から出ている幾つかのケーブルが，10 m を超える長さで極めて近接しているか，又は EUT から他

の装置までケーブルトレイ若しくはコンジットによって敷設する場合は，ケーブルの種類に関係なく，そ

れらは一つのケーブルとして扱うことが望ましい。ケーブルの束が 1 本のケーブルとして試験するには大

きすぎる場合は，ケーブルの種類又は機能（信号，主電源，シールドなど）ごとに分け，各種類又は機能

ごとに少なくとも 1 本のケーブルを個別に試験することが望ましい。 

特別な製品群に接続するケーブルについて，ある種類の結合デバイス及び減結合デバイスがより適切で

あるとの製品規格の規定がある場合，その規定（技術的根拠が正当である場合）を優先する。これらのデ

バイスは，製品規格に規定しなければならない。CDN の例を，附属書 D に示す。 

7.4.3 試験するポート 

一つの試験において二つの 150 Ω 回路が必要で，一つは信号注入用，もう一つは信号帰路用である。RF

注入方法の選択 

 

CDN 注入（7.5 参照）a) 
 

 

直接注入（7.7 参照） 
又は電流クランプ注入（7.6 参照） 

EM クランプ注入

（7.6 参照） 

EM クランプ注入 
又は電流クランプ注入 

（7.6 参照） 

はい いいえ 

はい いいえ 

はい いいえ 

CDN は適用可能か？c) 

遮蔽ケーブルか？b) 

EM クランプ注入は

適用可能か？d) 
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試験信号注入又は帰路のいずれにも用いていない他の全ての EUT ポートに，終端していない CDN を接続

する必要はない。 

これらの他のポートは，試験信号の注入に用いるまで，EUT の技術的機能によって，これらのポートを

操作する必要がない限り，開放のままにすることが可能である。試験ごとに，適切な CDN を接続し，各ポ

ートへ順番に注入することが可能である。試験信号の注入に用いる CDN は，試験中に異なるポート間を

移動可能である。CDN をポートから外したとき，減結合回路に置き換えてもよい。 

EUT に複数の同種のポート（同じ入力又は出力電子回路，負荷，接続した装置など）がある場合，それ

らの全ての異なる型式のポートを包含し試験を確実に行うために，少なくともそれらの一つのポートを選

択する。 

7.5 CDN 注入 

CDN 注入を行う場合は，次の処置を行う。 

a) AE が EUT と直接接続している場合［例えば，図 21 a)に示すように，これらの間にいかなる減結合デ

バイスも接続していない。］，基準グラウンド面上の高さ 0.1 m±0.05 m の絶縁支持台の上に配置する。

さらに，終端した CDN を通してグラウンドに接続する。EUT が複数の AE に直接接続している場合，

一つの AE はこの方法で終端する。他の直接接続している AE は，全ての接続を減結合する。この方

法によって，それぞれの末端を 150 Ω で終端した一つの閉回路を実現する。 

b) AE が CDN を介して EUT に接続している場合，その AE 周りの配置及び配線は，通常，重要ではな

く，AE 及び EUT の設置仕様に従って基準グラウンド面に接続することが可能である。 

c) 試験する目的のポートに注入するための CDN を接続し，更に他のポートに接続した一つの CDN に 50 
Ω で終端する。ケーブルが接続されている他の全てのポートに減結合回路網を取り付ける。この方法

によって，それぞれの末端を 150 Ω で終端した一つの閉回路を実現する。 

d) 終端する CDN は，次の優先順に従って選択する。 

1) グラウンド端子に接続した CDN-M1 

2) 保護接地線のある電源線に用いる CDN-M3，CDN-M4 又は CDN-M5 

3) EUT が幾つかの CDN-Sn ポートをもつ場合，選択した注入ポートに最も近い位置に接続している

CDN-Sn（n=1，2，3，…） 

4) 保護接地線のない交流又は直流の電源線に用いる CDN-M2 

5) 選択した注入ポートに最も近い位置のポートに接続しているその他の CDN 

注記 1 特定の製品における代替 CDN 注入方法を，附属書 I に示す。 

e) EUT にポートが一つしかない場合は，そのポートは注入用の CDN に接続する。 

注記 2 この場合，EUT から基準グラウンド面への容量結合が，試験信号の帰路を提供している。 

f) EUT が二つのポートをもち，EUT に一つだけ CDN が接続できる場合，もう一方のポートは AE に接

続し，その AE の EUT に接続していないポートの一つを d)の優先順位に従って 50 Ω で終端した CDN
に接続する。AE の他の全ての接続は減結合する［図 21 a)参照］。EUT に接続している AE が試験中に

誤動作を示す場合，終端した EM クランプを EUT と AE との間に接続してもよい［図 21 b)参照］。イ

ンタフェースケーブルには，セットアップを変更せずに，終端した EM クランプを追加できる十分な

長さがあることが望ましい。 

g) EUT が三つ以上のポートをもっていて，一つだけ CDN が接続できる場合，二つのポートについて f)
に規定するとおりに試験する。残りの全てのポートは減結合する。EUT に接続している AE が試験中
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に誤動作を示す場合，終端した EM クランプを EUT と AE との間に接続してもよい。 

実際の設置状態で，電源線を 1 線ずつ別々の経路で配線している場合，各々に CDN-Ml を用いなければ

ならない。全ての入力ポートを別々に扱わなければならない。 

EUT が機能接地端子を備えている場合（例えば，RF 機器又は漏れ電流が大きい機器）は，次に示す条件

で基準グラウンド面に接続する。 

－ EUT の特性又は仕様で，CDN-Ml を接続できる場合は，CDN-Ml を用いる。この場合，電源は，適切

な CDN-Mx を通して供給する。 

－ EUT の特性又は仕様によって，RF 又は他の理由から（例えば，実際に意図した設置から大幅に逸脱

する場合），CDN-Ml を EUT の接地端子と接続できない場合は，接地端子は基準グラウンド面に直接

接続する。この場合，保護接地導体による RF での短絡を防ぐために，EUT に電源を供給するために

用いる CDN には，CDN-M3 の使用を避け，CDN-M2 を用いる。装置が既に CDN-Ml 又は CDN-M2 を

通して電源を供給している場合は，その状態にしておく。 

－ 三相電源の場合においても，適切な CDN-Mx の使用に関して，上記二つの条件と同様に扱う。 

 

a) 二つのポートをもつ EUT で CDN が一つだけ接続されるセットアップ例 

 

b) AE が試験中誤動作を示す場合のセットアップ例 
D 及び D1 はそれぞれ同じ範囲（0.1 m～0.3 m）を示すもので，各々同一の距離である必要はない。 
記号説明 

T： 50 Ω 終端器 
T2： 固定減衰器（6.1 参照） 
CDN1，CDN2： 結合・減結合回路網 

図 21－二つのポートをもつ EUT のイミュニティ試験（CDN を一つだけ用いる場合） 

7.6 クランプ注入 

0.1 m≦D≦0.3 m 

D D D 

D1 

D1 

D1 
D2 D2 
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クランプ注入を用いる場合，各 AE は，できる限り機能上の設置条件に近い状態にする。試験に際して

は次の方法を用いる。 

－ クランプ注入の場合に用いる各 AE は，基準グラウンド面上の高さ 0.1 m±0.05 m の絶縁支持台上に置

く。 

－ 試験するケーブルをクランプで挟む。試験信号発生器は，事前にレベルセッティング手順で確立した

レベルをクランプに供給する。 

－ 減結合回路網は，試験するケーブルを除いた，EUT と AE との間の各ケーブルに取り付ける。 

－ 各 AE に接続する全てのケーブルのうち，EUT に接続していないケーブルは，減結合回路網を用いる

（6.2.5 参照）。ケーブル長の調整が必要になることがある。すなわち，セットアップ要求事項を満た

すためにケーブル長を短くするなどの変更が必要になることがある。 

機能的な要求事項のためによって長いケーブルを用いる必要がある場合，ケーブルの余長は基準グ

ラウンド面から 30 mm 以上に保ち，束ねたり，巻いたりしてはならない。 

－ AE に接続した減結合回路網は，AE から 0.3 m 以上離してはならない。ただし，EUT と AE との間に

接続した減結合回路網を除く。 

AE と減結合回路網との間又は AE と注入クランプとの間のケーブルは，束ねたり，巻いたりせずに，基

準グラウンド面上の 30 mm 以上の高さに保持する。 

－ 試験するケーブルの片方は EUT に接続し，その反対側は AE に接続する。EUT 及び AE には複数の

CDN を接続することが可能である。ただし，EUT 及び AE に接続する各々の CDN のうち一つだけは，

50 Ω で終端する。終端する CDN は，7.5 d) の優先順に従って選択する。 

－ 複数のクランプを用いる場合，注入は試験対象として選択するそれぞれのケーブルを一つずつ実施す

る。注入クランプの試験対象として選択した複数のケーブルの中で，実際に注入していないケーブル

は，6.2.5 に従って減結合しなければならない。 

－ クランプ注入の場合，各 AE 及び EUT は，機能上の設置条件に可能な限り合わせる。例えば，EUT を

基準グラウンド面に接続するか，絶縁支持台上に設置する（図 22 及び図 23 参照）。 

－ AE のコモンモードインピーダンスは，試験する EUT ポートのコモンモードインピーダンス以下にす

ることが望ましい。通常の設置方法を変更せずに AE インピーダンスを下げることができない場合，

この試験のためにインピーダンスを下げるために特別な接続を行う必要はない。この場合，試験は，

実際の使用方法を代表したセットアップで行う。 

－ クランプによる誘導電圧は，6.4.2 の規定と同じ方法で設定する。 

－ 注入クランプと EUT との間に挿入した電流プローブを用いて，誘導電圧（6.4.1 に従って設定）から

生じる無変調の電流を監視することが可能である。この電流プローブは，注入クランプのすぐ近くに

保持することが望ましい。この電流を監視し，次の式の公称値 Imax を超える場合は，測定した電流が

次に示す Imax と等しくなるまで，試験信号発生器のレベルを下げてもよい。試験信号発生器のレベル

を下げた場合，下げたレベルを試験報告書に記載する。疑義がある場合，電流を Imax に制限する試験

方法を優先する。 𝐼୫ୟ୶ = 𝑈଴/150 Ω  
－ 試験中，EM クランプの接地導体を基準グラウンド面に接続する。電流プローブに接地銅帯導体があ

る場合，同様に基準グラウンド面に接続する（図 22 及び図 23 参照）。 

再現性を確保するために，この試験セットアップを詳細に試験報告書に記載する。 



30 
C 61000-4-6：0000 (IEC 61000-4-6：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

 

D1 は同じ範囲（0.1 m～0.3 m）を示すもので，各々同一の距離である必要はない。 
記号説明 

T： 50 Ω 終端器 
T2： 固定減衰器（6.1 参照） 
CDN1，CDN2： 結合・減結合回路網 

図 22－クランプ注入デバイスを用いた試験セットアップの一般的な方法 

 

 
AE 2 の絶縁支持台の有無を含めて特に規定しない（CDN の減結合の効果による。）。 
記号説明 

T： 50 Ω 終端器 
T2： 固定減衰器（6.1 参照） 
CDN： 結合・減結合回路網 

D1 D1 D1 

電流プローブ 

D1 

D 

電流プローブ 
 

高さ 
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AE1，AE2：補助装置 

図 23－注入クランプを使う場合の基準グラウンド面上の試験ユニットのセットアップ例（上面図） 

7.7 直接注入 

遮蔽ケーブルへの直接注入の場合，次の方法を用いる。 

－ EUT は，基準グラウンド面上の高さ 0.1 m の絶縁支持台の上に置く。 

－ 試験するケーブルに対して，A.3 で規定する減結合クランプは，注入点と AE との間で，注入点にでき

る限り近づけて配置する。EUT の第 2 のポートは，150 Ω の負荷を接続する（詳細は 7.5 及び図 6 参

照）。EUT に付随する他の全てのケーブル上には，減結合回路網を組み込む。CDN を開放にしておく

場合，CDN は減結合回路網とみなす。6.2.5 も参照。 

－ 注入点は，基準グラウンド面上の EUT の投影面から 0.1 m～0.3 m の間に配置する。 

－ 試験信号は，100 Ω の抵抗器を介してケーブルの遮蔽部分に直接注入する（6.2.4 参照）。 

8 試験手順 

EUT は，意図する動作条件及び気象条件の範囲内で試験する。 

試験セットアップからの放射は，地域の妨害波規制に抵触する可能性がある。放射エネルギーが許容レ

ベルを超える場合，試験はシールドルームで実施する。 

注記 1 一般的には，この試験は，シールドルームを用いなくても実行可能である。これは，適用した

妨害レベル及び設備の形状からは，特に低い周波数では，高いエネルギー量を放射しないため

である。 

この試験は，試験信号発生器を各々の結合デバイス（CDN，EM クランプ及び電流注入クランプ）に順

次接続して実施する。試験に用いないほかの全てのケーブルは，減結合回路網又は未終端の CDN で分離

する。ただし，この分離によって試験セットアップ環境が満足できない場合は，ケーブルを接続しない。 

LPF 若しくは HPF 又はその両方，例えば，カットオフ周波数 100 kHz のフィルタを，高次又は副次の高

調波から EUT への妨害を避けるために，試験信号発生器の出力側に用いる場合がある。LPF の帯域阻止特

性は，結果に影響を及ぼさないように高調波を抑制するために十分なものでなければならない。これらの

フィルタを用いる場合は，試験レベルの設定の前に試験信号発生器の出力側に挿入する（6.1 及び 6.4.1 参

照）。 

設定手順に従って確定した信号レベル（進行波電力）を用いて，1 kHz の正弦波による変調度 80 %の振

幅変調を行った妨害信号を，必要に応じて RF 信号レベルを調整，又は結合デバイスを交換するために中

断しながら，150 kHz～80 MHz の周波数範囲で掃引する。周波数を段階的に掃引する場合，そのステップ

の幅は，直前の周波数の 1 %を超えてはならない。各周波数での振幅変調搬送波の滞在時間は，EUT が作

動及び反応するために必要な時間以上にし，かつ，いかなる場合も 0.5 秒間未満にしてはならない。潜在

的に影響を受けやすい周波数を，最大 1 %ステップサイズに加えて試験する。 

注記 2 EUT は，周波数ステップ時に発生する過渡現象によって妨害を受けることがあるので，このよ

うな妨害を避ける措置が講じられる。例えば，信号の強さは，周波数を変更する前に試験レベ

ルより数 dB 小さくすることが可能である。 

試験中は，EUT の全てを動作させ，更に試験用に選択した全ての動作モードについて確認を行う。 
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特別な動作試験プログラムを用いることが望ましい。 

試験は，試験計画に従って行う。 

試験計画の幾つかの条件を確立するために，予備試験が必要となる場合がある。 

試験時間を短縮するために，信号を集約した状態で 6.4.2 のリニアリティ要求事項（増幅器が飽和してい

ないこと）が満たされていれば，単一の滞留時間中に複数の周波数を同時に適用してもよい（複数の信号

による試験）。複数の信号による試験の各信号周波数における試験レベルは，単一周波数試験のレベル設定

手順の結果でなければならない。各信号に同じ変調が同時に適用される。振幅変調における変調信号の位

相は，同時に用いる全ての試験周波数で同一でなければならない。相互変調信号は高調波のように扱い，

重大な影響を及ぼさないことを確認する（変調の影響については附属書 H，試験結果の評価については箇

条 9 参照）。 

9 試験結果の評価 

次の分類は，共通規格，製品規格及び製品群規格を担当する原案作成委員会が性能評価基準を規定する

ときの指針として用いてもよい。 

試験結果を，滞留時間中に評価して，仕様書，取扱説明書，ユーザーガイドなどの附属文書から得られ

る性能レベルと比較して，EUT の機能損失又は性能低下の観点から分類する。 

推奨する分類を次に示す。 

a) 附属の文書によって指定する仕様限度内の正常な性能。 

b) 妨害がなくなった後に消滅する一時的な機能損失又は性能低下及び操作者が介在することなく EUT
が正常な性能に自己復帰する。 

c) 操作者の介在する調整が必要な，一時的な機能損失又は性能低下。 

d) ハードウェア又はソフトウェアの破壊による修復不可能な機能損失若しくは性能低下，又はデータの

損失。 

EUT への影響のうち，重要ではないとみなして，許容できる影響を，EUT の附属の文書に指定してもよ

い。 

EUT の性能評価は，単一の因果関係に基づいて行うことが望ましい。試験中に複数の試験信号を用いた

場合，記録した性能の低下が単一試験信号によって引き起こされた結果であり，複数の試験信号の組合せ

によって引き起こされた結果ではないことを確認する。疑義がある場合，単一信号の試験を優先する。 

10 試験報告書 

試験報告書は，試験を再現するために必要な全ての情報を含む。特に，次の事項を記載する。 

－ EUT 及び関連装置の識別表示（商標，製品型式，製造番号，ソフトウェアなど） 

－ EUT の寸法 

－ EUT の代表的な動作条件 

－ 試験する EUT が単一か，複数ユニットか 

－ －長さを含む相互接続ケーブルの型式，及び EUT に接続するインタフェースポートの型式 
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－ 適合性を達成するために必要な仕様上のあらゆる条件。例えば，ケーブル長若しくは型式，遮蔽若し

くは接地又は EUT の動作条件。 

－ 必要な場合，EUT の回復時間 

－ 用いた試験設備の型式並びに EUT，AE，結合デバイス及び減結合デバイスの配置 

－ 試験装置の識別（商標，製品型式，製造番号，ソフトウェアなど） 

－ 各ケーブルに用いた結合デバイス及び減結合デバイス 

－ 各々の注入点及び 50 Ω 終端した減結合デバイスの明示 

－ EUT の動作方法の説明 

－ 試験を行うために必要な特別な条件 

－ 試験を適用した周波数範囲 

－ 周波数の掃引率，すなわち，滞在時間及び周波数ステップの幅 

－ 適用した試験レベル 

－ 同時印可した周波数の数及びグループ（適用した場合） 

－ 附属の文書によって指定する性能レベル 

－ 適用した性能評価基準 

－ 妨害の印加中又は印加後に観測した EUT に生じた全ての結果，及びこれらの結果が持続した期間 

－ 合否判定の根拠 
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附属書 A 
（規定） 

EM クランプ及び減結合クランプ 

A.1 EM クランプ 

A.1.1 一般 

従来の電流注入クランプと比較した場合，EM クランプは，数 10MHz を超える周波数帯域で方向性をも

っている。EM クランプの構造及び概念を，図 A.1 及び図 A.2 に示す。インピーダンスの典型的な特性を，

図 A.7 に示す。減結合係数の典型的な特性を，図 A.8 に示す。結合係数の典型的な特性を，図 A.11 に示

す。これらの特性は，A.2 に規定する手順を用いて測定した。 

A.1.2 EM クランプの仕様 

EM クランプは，ケーブルへの注入に用いられる。EM クランプの仕様は，次による。 

－ 動作周波数範囲：0.15 MHz～80 MHz 

－ 長さ：650 mm±50 mm 

－ 基準グラウンド面からクランプ中央の開口部までの高さ：50 mm～70 mm 

－ クランプ開口部の直径：20 mm±2 mm 

－ 外面から最初のコア（クランプ基準点）までの距離：30 mm 未満 

注記 図 A.7，図 A.8 及び図 A.11 に示す電気的特性は，他の物理的寸法を用いても実現可能である（よ

り大きな直径のケーブルを試験する場合など）。 
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単位 mm 

 
記号説明（部品リスト） 

1： フェライトリングコア φ36 mm×φ23 mm×15 mm 
10 個のリング，ニッケル亜鉛（NiZn），比透磁率 μ は約 100 

26 個のリング，マンガン亜鉛（MnZn），比透磁率 μ は約 4 300 
2： 溝に接着した銅はく（箔）の半シリンダ 
3： 下部の導体板 
4： 接地導体 
5/6： 供試ケーブルを溝に押し付けるための素子  

圧縮ばね（表示していない）をもつ絶縁物の部品 
7： フェライト管，4C65a) 
8： 同軸ケーブル，50 Ω BNC コネクタ付き 
9： Z1 の開放のためのスイッチ 
10： 部品 2 のためのスロット 
11： 弾力のあるフェライト固定具（上部の半リング） 
12： 下部の絶縁板 
13： Z1 及び Z2 のための保護板 
Z1： 直列インピーダンス（図 A.2 参照），C1：20 pF～100 pF，L1：0.15 μH，R1：50 Ω/12W 

Z2： 直列インピーダンス（図 A.2 参照），L2：0.8 μH，R2：50 Ω/12 W 
注 a) 3C11 及び 4C65 は市販製品の一例である。この情報は，この規格の利用者の便宜を図って記載するもので，

この製品を推奨するものではない。 

図 A.1－EM クランプの詳細構造の例 

EM クランプ 0.15 MHz～80 MHz 
側面図（断面） 

平面図（下部） 

3C11 a)（26x） 4C65 a)（5x） 4C65 a)（5x） 
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記号説明（部品リスト） 

EM クランプの原理： 
－ フェライト管による磁気結合（第 1 項） 
－ EUT ケーブルと銅はく（箔）との間の密着による電気結合（第 2 項） 

図 A.2－EM クランプの概念の例 

A.2 EM クランプ特性評価 

A.2.1 EM クランプ試験ジグの仕様 

EM クランプの S パラメータを測定するために用いる試験ジグは，図 A.4 及び図 A.5 に示すように金属

板（基準グラウンド面）上に円筒形金属棒をもつ。 

試験ジグは，三つの部分で構成し，減衰のない 50 Ω 系アダプタをもつ二つの基準面及びその間を伝送す

る線を形成する部分からなる（図 A.3～図 A.5 参照）。 

EM クランプの特性評価のために単一の円筒形金属棒を用いる。円筒形金属棒の長さ（LA＋LB＋Lreference）

は，図 A.5 の寸法を満たすように設定する。 

円筒形金属棒の直径 d は 4 mm とする。基準グラウンド面からの高さ h は，EM クランプ開口部の中心

位置の高さである。典型的な h の値は，50 mm～70 mm である。EM クランプ特性の測定は，EM クランプ

開口部の中心位置に円筒形金属棒を配置して，EM クランプの構造によって指定された高さ h で実行する。 

EM クランプ基準点（両端のフェライトコアの端）と試験ジグの垂直基準面との間の距離 LA 及び LB は

30 mm±5 mm とする（図 A.5 参照）。基準グラウンド面の寸法は，試験ジグ及び EM クランプの幾何学的

投影の全ての側面から 0.2 m 以上とする。 

1： フェライト管（クランプ構造）長さ 0.6 m，φ20 mm，EUT 側 10 個のリング（型式 4C65）及び AE 側

26 個のリング（型式 3C11）から成る。 
2： 銅はく（箔）の半シリンダ 
7： EM クランプ構造の中に内蔵するフェライト管 
Z1, Z2： 周波数応答及び方向性を最適化するために組み込んだインピーダンス 
Zeut 

Zae 
EUT のインピーダンス 
AE のインピーダンス 

G1： 試験信号発生器 
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図 A.3－垂直基準面の寸法 

 

 

記号説明 

A，B：EM クランプの両端のフェライトコアの端の位置を表す。  

図 A.4－試験ジグ 

 

 

記号説明 
A，B：EM クランプの両端のフェライトコアの端の位置を表す。 

図 A.5－EM クランプを配置した試験ジグ 

A.2.2 EM クランプの特性 

A.2.2.1 インピーダンス 

A.2.2.1.1 測定セットアップ 

A.2.1に規定する試験ジグは，インピーダンス測定のために用いる。EMクランプは試験ジグ内に配置し，

注入ポートは 50 Ω で終端する（図 A.6 参照）。 

100 mm 

側面図 
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インピーダンス測定において EM クランプは，2 ポートデバイスとして扱う。その特性はベクトルネッ

トワークアナライザ（VNA）を用いて S パラメータ S11，S12，S21 及び S22 を 50 Ω 系で測定する。 

測定の前に VNA は適切な校正キットを用いて，標準的な通過－開放－短絡－整合（Through-Open-Short-
Match：TOSM）法によって，ケーブル端（試験ジグに接続する箇所）で正規化する。ケーブル端と EM ク

ランプ基準点との間の長さは，VNA のオフセットポート又は他の手段で考慮する。 

 

図 A.6－インピーダンス又は減結合係数測定セットアップ 

 

A.2.2.1.2 変換 

A.2.2.1.1 に規定するように VNA で測定する S パラメータは，50 Ω 系で測定する。ただし，試験ジグの

特性インピーダンス Zref は，一般的に 50 Ω とは異なり，基準グラウンド面から EM クランプ開口部の中心

までの高さによって決定する。S パラメータから F パラメータ（ABCD パラメータ）への変換を用いて，

Zref から独立した変換係数は，次の式によって取得可能である。 

注記 全ての計算は複素数で実施する。 
 50refZ  ············································································ (A.1) 
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試験ジグの特性インピーダンス Z'ref に基づく一組の S パラメータは，F パラメータを用いて計算可能で

ある。 







 

d
hZ 2cosh60 1

ref  ··························································· (A.6) 

ここで， d： 試験ジグの円筒形金属棒の直径（4 mm） 
 h： 基準グラウンド面から円筒形金属棒の中心までの高さ 

ref/ ZBB   ········································································· (A.7) 

refZCC'   ········································································· (A.8) 
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注入ポート 

50 Ω 終端器 
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A.2.2.1.3 インピーダンス計算 

入力インピーダンスは，式(A.13)で与えられる。 
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典型的な 3 種の EM クランプのインピーダンス特性の例を，図 A.7 に示す。 

 

図 A.7－典型的な 3 種の EM クランプのインピーダンス特性の例 

注記 この方法によって測定されたインピーダンスは，機器の遠端をZrefで終端した場合に有効である。

イミュニティ試験セットアップでは，この値は実際の AE のインピーダンスによって異なる場合

がある。 

A.2.2.2 EUT と AE との間の減結合係数 

測定セットアップ及び変換は，A.2.2.1.1 及び A.2.2.1.2 による。減結合係数αは，式(A.14)で与えられる。 𝑎[dB] = 20 𝑙𝑜𝑔ଵ଴൫ห𝑆 ′ଶଵห൯ ························································ (A.14) 

典型的な 3 種の EM クランプの減結合係数の例を，図 A.8 に示す。 
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図 A.8－典型的な 3 種の EM クランプの減結合係数の例 

A.2.2.3 結合係数 

結合係数は，図 A.10 に示すセットアップに従って 150 Ω 系で測定する。A.2.1 に規定する試験ジグは，

次の点を変更して用いる。円筒形金属棒は EM クランプ開口部の下部，になるように調整する。さらに，

150 Ω－50 Ω 変換アダプタを，垂直基準面に挿入する。測定前にジグの垂直基準面を接続して正規化する

（図 A.9 参照）。図 A.9 及び図 A.10 に示すように，二つの 10 dB の固定減衰器を用いることが望ましい。 

 

 

図 A.9－結合係数測定に用いる測定系を正規化するためのセットアップ 
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図 A.10－S21 結合係数測定セットアップ 

典型的な 3 種の EM クランプの結合係数の例を，図 A.11 に示す。 

 

図 A.11－典型的な 3 種の EM クランプの結合係数の例 

 

A.3 減結合クランプの特性 

A.3.1 一般 

減結合には減結合クランプを用いる。代表的なインピーダンスの特性は，図 A.13 に示すことが可能であ

る。代表的な減結合係数の特性は，図 A.14 に示すことが可能である。これらの特性は，A.3.3 及び A.3.4 に

記載する手順を用いて測定したものである。 

VNA ポート 2 に 
接続（S21） 

VNA ポート 1 に 
接続（S21） 
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A.3.2 減結合クランプの仕様 

要求事項は，次による。 

－ 動作周波数範囲 0.15 MHz～80 MHz 

－ 1 MHz を超える周波数範囲の減結合 >5 dB（50 Ω システム，ABCD 変換で測定した場合，14 dB を

超える値に相当する。） 

－ クランプ開口部の中心から基準グラウンド面までの高さ 35 mm～70 mm 

－ 外面から最初のコア（クランプ基準点）までの距離 30 mm 未満 
 

A.3.3 インピーダンス 

A.3.3.1 測定セットアップ 

A.2.1 に規定する試験ジグは，インピーダンス測定のために用いる。減結合クランプは，試験ジグ内に配

置する（図 A.12 参照）。 

インピーダンス測定において減結合クランプは，2 ポートデバイスとして扱う。その特性は VNA を用い

て S パラメータ S11，S12，S21 及び S22 を 50 Ω 系で測定する。 

測定の前に VNA は適切な校正キットを用いて，標準的な TOSM 法によって，ケーブル端（試験ジグに

接続する箇所）で正規化する。ケーブル端と減結合クランプ基準点との間の長さは，VNA のオフセットポ

ート又は他の手段で考慮する。 

図 A.12－減結合クランプ特性測定セットアップ 

A.3.3.2 インピーダンス計算 

A.2.2.1.2 に規定する変換を適用する。入力インピーダンスは，式(A.15)で与えられる。 

 𝑍in = 𝑍ref′ 1 + 𝑆ଵଵ′1 − 𝑆ଵଵ′   ······················································· (A.15) 

 

ここで規定する減結合クランプ及び CISPR 16-1-4 に規定されているコモンモード吸収デバイス（CMAD）

のインピーダンス特性の例を，図 A.13 に示す。 
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図 A.13－典型的な減結合クランプのインピーダンスの例 

 

注記 この方法によって測定したインピーダンスは，機器の遠端を Zref で終端した場合に有効である。

実際のイミュニティ試験セットアップでは，この値は AE のインピーダンスによって異なる場合

がある。 

A.3.4 減結合係数 

測定セットアップ及び変換は，A.3.1.1 及び A.2.2.1.2 による。減結合係数 a は，式(A.14)で与えられる。 

ここで規定する減結合クランプ及び CISPR 16-1-4 に規定されているコモンモード吸収デバイス（CMAD）

の減結合係数の例を図 A.14 に示す。 

 

注記 他の用途に用いる減結合デバイスは，この規格には適さない場合がある。例えば，CISPR 16-1-4
に規定されているコモンモード吸収デバイス（CMAD）は，30 MHz～200 MHz で良好な減結合を

実現するよう設計されている。このため，この規格の試験には適していない。 

 

減結合クランプ 
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図 A.14－典型的な減結合係数の例 

 

  

 

減結合クランプ 
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附属書 B 
（参考） 

試験周波数範囲の選択基準 

附属書 B は製品規格原案作成委員会への指針として提供する。この規格の要求事項は 150 kHz～80 MHz
の周波数範囲を規定しているが，適用できる周波数範囲は試験する装置の正規の設置条件及び動作条件に

依存する。例えば，全体の寸法が 0.4 m 未満で金属ケーブルが接続されていない小型のバッテリー駆動機

器は，妨害波で誘導される RF エネルギーによって機器が誤作動する可能性が低いため，80 MHz 未満で試

験する必要はない。 

一般的に，試験終了周波数は 80 MHz である。小型機器（波長の 1/10 未満の装置）を考慮する場合は，

専用の製品規格で試験終了周波数を最大 230 MHz まで拡張して定めてもよい。この場合，結合デバイス及

び減結合デバイスは，表 B.1 に規定する EUT ポートで測定したコモンモードインピーダンスのパラメータ

を満足しなければならない。より高い周波数までこの試験方法を用いる場合，試験結果は装置の寸法，用

いる相互接続ケーブルの型式，特別な CDN の有効性などの影響を受ける。さらに，適切に適用するため

の指針を専用の製品規格に記載することが望ましい。 
表 B.1－試験周波数が 80 MHz を超えて拡張するときの結合デバイス及び減結合デバイスの組合せの主要

なパラメータ 

 周波数帯  

パラメータ  0,15 MHz～24 MHz 24 MHz～80 MHz 80 MHz～230 MHz 

|Zce| 150 Ω±20 Ω +60150 -45  Ω 150 Ω±60 Ω 

Zce の位相（偏角），及び EUT ポートと AE ポートとの間の減結合係数は，いずれも個別に規定し

ていない。これらの係数は，AE ポートと基準グランド面との間を短絡又は開放した条件で満たさな

ければならない。  

製品規格原案作成委員会が 9 kHz と 150 kHz との間の周波数において CDN を用いることを決定する場

合は,0.15 MHz～24 MHz の周波数範囲におけるインピーダンスの仕様を 9 kHz～150 kHz の周波数範囲にも

適用しなければならない。 

試験開始周波数は，接続するケーブルを含む装置が，妨害電磁界から大きな RF エネルギーを受ける可

能性があるかどうかに依存する。 

次の三つの異なる場合が，考えられる。 

a) グラウンド線及び他の装置への接続をもたず，電池充電中は用いない電池駆動の装置（波長の 1/10 未

満の装置）は，この規格に従った試験をする必要はない。充電中に装置が動作する場合，b)又は c)を
適用する。電池駆動の装置（波長の 1/10 以上の装置）は，接続するケーブルの最大長を含む寸法で，

試験開始周波数を決定する（図 B.1 参照）。 

b) 電源系統に接続するが，他の装置又はケーブルに接続していない装置。結合デバイス及び減結合デバ

イスを通して電力を供給し，擬似手を装置に置く。このような装置の試験開始周波数は，150 kHz と

なる。 

c) 電源系統に接続し，かつ，制御及び I/O ケーブル又は通信ケーブルを通して他の絶縁装置又は非絶縁

装置に接続する装置。このような装置の試験開始周波数は，150 kHz となる。 
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記号説明 
c0=3×108 m/s 
L：ケーブル長に装置寸法を加えた長さ 

具体例は，次のとおりである。 
－ 電池駆動のパーソナルコンピュータから電源を供給する長さ 4 m のカールコードがキーボードにだけ接続する場

合（ケーブル長に装置寸法を加えた長さが波長の 1/10 以上の場合）は，試験開始周波数は 6.67 MHz であることが

望ましい。 
このキーボードは，擬似手で覆うことが望ましい。2 m のケーブルの付いているマウスは，試験開始周波数は 15 

MHz となる，など。 
－ AC/DC アダプタが利用可能な電卓は，そのアダプタの商用電源側で 150 kHz 以上の周波数で試験することが望ま

しい。この電卓は擬似手で覆うことが望ましい。 
－ グラウンド線に接続できる携帯形の電池駆動のマルチメータは，そのケーブルに 150 kHz 以上の周波数で試験す

ることが望ましい。このマルチメータは擬似手で覆うことが望ましい。 
－ 絶縁したスピーカーボックスに接続し，オーディオレシーバ及びグラウンド線に接続でき，かつ，アンテナ入力

端子も付いている二重絶縁の（電源に接続する）コンパクトディスクプレーヤは，電源線及びオーディオケーブ

ルの両方で 150 kHz 以上の周波数で試験することが望ましい。 
－ 建築物の中に分配している各種の絶縁した検知器をもち，その最大ケーブル長が 200 m（EUT の仕様）を超える

盗難警報器は，これらのケーブルに 150 kHz 以上の周波数で試験することが望ましい。 

図 B.1－ケーブル長に装置寸法を加えた長さに対応する試験開始周波数 
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附属書 C 
（参考） 

試験レベルを選択するための指針 

試験レベルは，最終的に設置したときに，EUT 及びケーブルがさらされる可能性がある電磁放射環境に

対応して選択することが望ましい。試験レベルの選択に当たっては，障害による影響を考慮することが望

ましい。障害による影響が重大である場合は，より高い試験レベルを考えることが望ましい。 

EUT を限られた場所にだけ設置する場合は，当該場所の RF 発生源の観測によって，発生する可能性の

ある電磁界強度の計算が可能である。発生源の電力が未知の場合は，当該場所における実際の電磁界強度

を測定することが可能である。 

多様な場所での稼動を意図する装置は，次の指針に従って試験レベルを選択することが可能である。 

次のクラスは，箇条 5 に規定する試験レベルに対応している。これらは適切な試験レベルの選択のため

の一般的な指針である。 

クラス 1：  低レベル電磁放射環境。ラジオ送信所及びテレビ送信所が 1 km よ

りも遠い距離にある場合の典型的なレベル並びに低電力トランシー

バの典型的なレベル。  

クラス 2：  中程度の電磁放射環境。低電力可搬形トランシーバ（一般的には定

格電力 1 W 未満）を用いるが，装置の近傍での使用を制限する。典

型的な商業環境。  

クラス 3：  厳しい電磁放射環境。可搬形トランシーバ（2 W 以上）を装置の比

較的近くで用いるが，1 m 未満の距離には接近しない。大電力放送

用送信機が装置に近接，又は工業・科学・医療（ISM）装置が近くに

ある。典型的な工業環境。  

クラス X： X は任意のレベルであって，専用の装置仕様又は装置固有の規格で

取り決めて指定又は規定が可能である。  

この規格で規定する試験レベルは，上記クラスの環境においてめったに超えない典型的な値である。た

だし，同じ建物内において，例えば，大電力送信機又は ISM 装置の近傍など，場所によってはこの値を超

える場合がある。このような場合には，全ての装置を環境に対応するクラスの試験レベルに耐えるように

規定するよりはむしろ，部屋又は建物を遮蔽し，かつ，装置への信号線及び電源線にフィルタを付けるこ

とが望ましい。 
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附属書 D 
（参考） 

結合・減結合回路網（CDN）に関する情報 

D.1 CDN の基本的機能 

CDN は，次の機能を備えていることが望ましい。  

－ EUT への妨害信号の結合 

－ AE のコモンモードインピーダンスによって変化しない，EUT からみて安定したインピーダンス 

－ 妨害信号による干渉を防ぐための，AE への減結合  

－ 必要な信号に対する通過特性 

周波数範囲 150 kHz〜80 MHz における CDN に必要なパラメータは 6.2.1 に規定し，その例は D.2 に示

す。 

図 D.1〜図 D.7 において，CDN のコモンモードインピーダンス Zce［図 1 参照］は，試験信号発生器の内

部抵抗（50 Ω）と供試ケーブルの導線から並列に組み合わせた抵抗器（100 Ω）との合計で構成される。減

結合素子 C2 は，適切なインダクタ L（|ωL|>>150 Ω）を用いて，Zce に影響しないことが望ましい。 

CDN の EUT ポートの中心は，基準グラウンド面上 30 mm に位置することが望ましい。CDN と EUT と

の間のケーブルは，基準グラウンド面上高さ 30 mm に配線すれば，特性インピーダンスが約 150 Ω の伝送

線路と同等になる。 

図 D.2〜図 D.7 において，試験信号発生器と CDN の各線との間で直流及び低周波を分離させるコンデン

サ C1 及び C のインピーダンスは，対象とする試験周波数範囲において 150 Ω よりも極めて小さいことが

望ましい。 

AE は，無遮蔽ケーブルの場合，コモンモードインダクタ L 及びコンデンサ C2 によるか又はコモンモー

ドインダクタ L だけで減結合する。遮蔽ケーブルの場合，遮蔽が AE 側で基準グラウンド面に接続してい

るために，コンデンサ C2 は必要としない。 

無遮蔽ケーブルは，必要な信号に過度に影響しないように C2 の値を選ぶことが重要である。CDN のパ

ラメータが，必要な信号によって，過度に影響（例えば，CDN-M1 でフェライトが飽和する。）を受けては

ならない。 

警告 コンデンサの C1 及び C2（図 D.2〜図 D.7 参照）は電源線の CDN 内の充電部をつなぐため，適切

な対地コンデンサ（C2）を用いなければならない。漏えい電流が大きいため，CDN はグラウンド

端子をもち，全ての試験条件下で基準グラウンド面に接続しなければならない。さらに，基準グ

ラウンド面は保護接地に適切に接続しなければならない。 

D.2 CDN の例 

一つの CDN で，全部の種類のケーブルに対応することは不可能なため，ケーブルの種類ごとに異なる

CDN が必要になる（表 4 参照）。ケーブルの種類ごとの CDN の例を，図 D.1〜図 D.7 に示す。 
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記号説明 
R＝100 Ω 
L≧280 μH（150 kHz） 

図 D.1－遮蔽ケーブルに用いる CDN-S1 回路の簡略図の例（6.2.2.5 参照） 

 

記号説明 
C1（代表値）＝22 nF 
C2（代表値）＝47 nF 
R＝100 Ω 
L≧280 μH（150 kHz） 

図 D.1A－無遮蔽の電源線に用いる CDN-M1 回路の簡略図の例（6.2.2.2 参照） 
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記号説明 

C1（代表値）＝10 nF 
C2（代表値）＝47 nF 
R＝200 Ω 
L≧280 μH（150 kHz） 

図 D.1B 無遮蔽の電源線に用いる CDN-M2 回路の簡略図の例（6.2.2.2 参照） 

記号説明 
C1（代表値）＝10 nF 
C2（代表値）＝47 nF 
R＝300 Ω 
L≧280 μH（150 kHz） 

図 D.2－無遮蔽の電源線に用いる CDN-M3 回路の簡略図の例（6.2.2.2 参照） 
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記号説明 

C1（代表値）＝10 nF 
C2（代表値）＝47 nF 
R＝200 Ω 
L≧280 μH（150 kHz） 

図 D.3－無遮蔽不平衡線路に用いる CDN-AF2 回路の簡略図の例（6.2.2.4 参照） 

 
記号説明 

C1（代表値）＝10 nF 
C2（代表値）＝47 nF 
R＝200 Ω 
L1≧280 μH（150 kHz）（C2 及び L3 を用いない場合，L1 は 30 mH 以上） 
L2＝L3＝6 mH 

図 D.4－無遮蔽平衡線路に用いる CDN-T2 回路の簡略図の例（6.2.2.3 参照） 
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記号説明 
C（代表値）＝5.6 nF 
R＝400 Ω 
L1>> 280 μH（150 kHz） 
L2＝6 mH 

図 D.5－無遮蔽平衡線路に用いる CDN-T4 回路の簡略図の例（6.2.2.3 参照） 

 

 
記号説明 

C（代表値）＝2.2 nF 
R＝800 Ω 
L>>280 μH（150 kHz） 

図 D.6－無遮蔽不平衡線路に用いる CDN-AF8 回路の簡略図の例（6.2.2.4 参照） 
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記号説明 
C（代表値）＝2.2 nF 
R＝800 Ω 
L1>>280 μH（150 kHz） 
L2>>6 mH（150 kHz） 

図 D.7－無遮蔽平衡線路に用いる CDN-T8 回路の簡略図の例（6.2.2.3 参照） 
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附属書 E 
（参考） 

試験信号発生器の仕様に関する情報 

電力増幅器 PA（図 4 参照）に必要な出力電力は，固定減衰器 T2（6.1 参照），振幅変調度（80 % 図 3 参

照），及び用いた CDN 又はクランプの最小結合係数（表 E.1 参照）を考慮して決定する。 

表 E.1－10 V の試験レベルを得るために必要な電力増幅器の出力電力 

注入デバイス 
最小結合係数 

dB 
電力増幅器出力における必要電力 

W 
CDN 0±1.5 7 

電流注入クランプ（巻数比 5:1 の

場合） 
－14±1.5 176 

EM クランプ －6±1.5 28 
注記 結合係数は 3.6 で規定している。これは出力レベル設定回路を用いて測定することが可能である

（図 16 参照）。結合係数は，結合・減結合デバイスを 150 Ω－50 Ω 変換アダプタと直列に接続し

た場合の出力電圧（Umr）と 2 個の 150 Ω－50 Ω 変換アダプタを直列に接続した場合の出力電圧

との比である。 
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附属書 F 
（参考） 

大型 EUT の試験セットアップ 

F.1 一般 

箇条 7 に規定する試験セットアップは，ケーブルの入出力の高さが 1 m を超える大型 EUT の要求事項

を満たすには，十分ではない場合がある。試験信号の周波数の上限が 80 MHz のため，EUT 寸法は波長に

比べて無視できず，そのような EUT に接続するケーブルによる共振の影響がある場合がある。 

この附属書では，大型 EUT に適用可能な代替試験方法，すなわち，高い位置にあるケーブル入力の近く

に結合デバイスを設置することで，小さなループ領域を作成し共振の影響を少なくする方法を記載する。 

この附属書で適用可能な大型 EUT の例は，次に示すが，この限りではない。 

－ ラック搭載型の通信交換システム 

－ 大型電動機 

－ ラック搭載型の開閉装置及び制御装置 

F.2 大型 EUT の試験セットアップ 

大型 EUT の試験セットアップの例を，図 F.1 及び図 F.2 に示す。 

図 F.1 に示す水平高架基準グラウンド面は，この試験セットアップのために高く持ち上げた基準グラウ

ンド面である。水平高架基準グラウンド面の目的は，EUT と CDN との間のケーブルの長さを短くするこ

とでケーブルの共振の影響を抑制することにある。 

水平高架基準グラウンド面の寸法は，試験中に用いる全ての CDN の側面から 0.2 m 以上大きくする。 

水平高架基準グラウンド面は，安全上の理由によって電気的に接地する。この接地は，RF の観点からは

あまり重要ではない。 

注記 1 水平高架基準グラウンド面の物理的構造及びその支持構造は，機械的な安全条件を確保するた

めに重要である。 

EUT の専用 PE に加えて他の接地端子がある場合，実際の設置目的から大きく逸脱しない限り，それら

を全て一緒に結合して，CDN-M1 を介して基準グラウンド面に接続する。 

試験する装置は，基準グラウンド面上の高さ 0.1 m±0.05 m の絶縁支持台に置くことが望ましい。装置

が搬送台の上にあり，かつ，その過度な重量又は寸法のために，搬送台から安全に移動できない場合，台

の高さが 0.1 m±0.05 m を超えていても，EUT は試験のために搬送台上に置いたままでもよい。装置が，

寸法又は重量のため，0.1 m±0.05 m に持ち上げることができない場合には，EUT が基準グラウンド面から

電気的に分離しているならば，薄い絶縁体を用いてもよい。試験の標準的な方法からの変更点は，試験報

告書に記録する。 

AE は水平高架基準グラウンド面に配置してもよいが，AE が CDN を介して EUT に接続している場合，

水平高架基準グラウンド面上に配置する必要はない。直接注入の場合，適切な減結合を用いる場合，AE は

水平高架基準グラウンド面から離れて配置してもよい。クランプ注入を CDN 注入の代わりに用いる場合

の AE は，水平高架基準グラウンド面に配置しなければならない。 
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図 F.1－水平高架基準グラウンド面を用いた大型 EUT の試験セットアップ例 

図 F.2 で示す垂直基準グラウンド面は，この試験セットアップのための基準グラウンド面である。垂直

基準グラウンド面の目的は，EUT と CDN との間のケーブルの長さを短くすることでケーブルの共振の影

響を抑制することにある。 

注記 2 入出力ケーブルが EUT に複数の高さで接続されているか，又は一つの CDN だけを用いる場合

は，水平高架基準グラウンド面よりも垂直基準グラウンド面を用いる方が，便利なことがある。  

垂直基準グラウンド面は，安全上の理由によって電気的に接地する。この接地は，RF の観点からはあま

り重要ではない。 

垂直基準グラウンド面の寸法は，試験中に用いる全ての CDN の側面から 0.2 m 以上大きくする。ただ

し，EUT が一つの CDN だけを用いる場合，垂直基準グラウンド面は，誘導性をもたないように配慮して

床面に接続する。試験中での EUT と CDN との間のケーブルの長さは，0.3 m 以下とする。EUT と垂直基

準グラウンド面との間の距離は，0.3 m 以下のケーブルで接続できるようにする。シールドルームの壁は，

垂直基準グラウンド面として用いることが可能である。 

CDN は，EUT からのケーブルが水平になる高さで垂直基準グラウンド面に取り付ける。 

水平高架基準グラウンド面を用いる試験セットアップの規定（すなわち，絶縁支持台及び AE の配置）

は，垂直基準グラウンド面の試験セットアップにも適用する。 
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図 F.2－垂直基準グラウンド面を用いた大型 EUT の試験セットアップ例 
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附属書 G 
（参考） 

試験レベル（電圧）の測定不確かさ 

G.1 一般 

この附属書は，この規格に規定する試験方法の特定の要求に従った試験装置によって発生する電圧の測

定不確かさ（measurement uncertainty，MU）に関係する情報を示す。MU に関する更なる情報は，参考文献

[6][8]及び[9]参照。 

この附属書は，例として試験レベル設定の不確かさに焦点を絞り，測定装置の不確かさ及び 6.4 に規定

する試験レベル設定手順の双方に基づく不確かさバジェットの作成方法を示す。妨害量のその他のパラメ

ータ（変調周波数，変調深さなど）も，同様に重要である可能性があり，必要に応じて試験所で考慮する

ことが望ましい。この附属書に示す方法論は，妨害量の全てのパラメータに適用可能と考えられる。 

この附属書の目的は，6.4 の試験レベル設定手順で要求される EUT インピーダンスが 150 Ω の場合の試

験レベル設定の MU の評価である。異なる試験機関で同一の EUT を試験することに関する再現性の解析

は，この附属書の目的外である。 

G.2 一般記号 

表 G.1～表 G.8 で用いる次の一般記号は，IEC TR 61000-1-6 に規定されている記号である。ただし，U(xi)
及び ui(y)については，この箇条で規定する。 

 
Xi ：入力量（不確かさの要因） 
xi ：Xiの推定量 
U(xi) ：xiの不確かさ 
u(xi) ：xiの標準不確かさ 
ci ：感度係数 
y ：全ての認められた有意な系統的影響を補正した測定結果（測定量の推定値） 
ui(y) ：u(xi)に感度係数を乗じた，yの単位系に変換したxiの標準不確かさ 
k ：包含係数 

G.3 試験方法に対する不確かさバジェット 

G.3.1 測定量の定義 

測定量は，箇条 5 に規定する開回路試験レベル U0 である。 

注記 U0 は，150 kHz と 80 MHz との間の特定の周波数において，結合デバイスを通じて 150 Ω 負荷に

供給される電圧であり，MU を求める場合は，dB(μV)で表している。 

 

G.3.2 測定量の MU への寄与 

図 G.1～図 G.4 に示す要因図は，試験レベルへの影響量の例である。この要因図は，全ての要因は網羅

していない要因図における最も重要な寄与を，表 G.1～表 G.8 に例示する不確かさバジェットの計算のた
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めに選択している。異なる試験場所又は試験所の比較可能なバジェットを得るために，最低限，表 G.1～
表 G.8 に記載する寄与成分を不確かさの計算に用いる。MU の計算において，試験所が特定の環境の下で

追加の寄与成分（タイプ A など）を含む場合があることに注意する。 

 

 

図 G.1－CDN 使用時の試験レベルへの影響の例 

 

 

図 G.2－EM クランプ使用時の試験レベルへの影響の例 

 

 

図 G.3－電流注入クランプ使用時の試験レベルへの影響の例 
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図 G.4－直接注入デバイス使用時の試験レベルへの影響の例 

G.3.3 拡張不確かさに対する入力量及び計算例 

次の例は，試験の間用いない測定機器を除き，試験レベル設定手順に用いる測定装置が試験電圧レベル

（試験レベル設定に対する測定セットアップは，図 16 及び図 G.5 に示す。）を発生するためにも用いられ

ることを仮定している。ただし，異なる測定装置を用いる場合，表 G.1～表 G.8 で示す不確かさの寄与を

見直す（表 G.1～表 G.8 の注 a)及び注 b)参照）。 

したがって，試験レベル設定プロセスに対して適用する不確かさ寄与（表 G.1，表 G.3，表 G.5 及び表

G.7 参照）と試験プロセスに対し適用する寄与（表 G.2，表 G.4，表 G.6 及び表 G.8 参照）とは同一ではな

く，僅かに異なる不確かさバジェットになる。 

表 G.1～表 G.8 は，試験レベルの不確かさを算出するバジェットの例である。各不確かさバジェットは，

試験レベル設定の不確かさ及び試験に対する不確かさの二つの部分で構成する。試験レベル設定プロセス

実施時に，Ux と Umr との間の関係が決定される（図 G.5 参照）。試験プロセス実施時に Ux が再現可能であ

る。 

a) CDN を用いた場合の不確かさバジェット 

CDN を用いた場合の試験レベル設定プロセス及び試験プロセスの不確かさを，表 G.1 及び表 G.2 に

例示する。 

CDN の試験レベル設定プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表現）： 𝑈଴ = 𝑈୐୑ୡ + 15.6 dB + δ𝐿𝑀ୡ + δ𝑅𝐶𝐴𝐿 + δ𝑆𝐸𝑇𝑈𝑃 + δS𝑊୲ + δML  ······················· (G.1) 

寄与の説明： 

ULMc：電力計から得られる電圧表示 Umr［dB(uV)］ 

注記 1 式(G.1)のその他の記号は，“記号の説明”に含む。 

CDN の試験プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表現）： 𝑈଴ = 𝑈௫ + 20 log(6/5) + δ𝐿𝑀𝐶୲ + δ𝐶𝐴𝐿 + δ𝑆𝑊୲  ······················· (G.2) 

 
ここで，Ux = ULMc + 20log(5) 

注記 2 式(G.2)の記号は，“記号の説明”に含む。 

ソフトウェア 
設定許容範囲 

電力増幅器の 
ノンリニアリティ 

試験レベル 
の不確かさ 

直接注入デバイス 
特性 
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図 G.5－レベル設定セットアップのための回路 

表 G.1－CDN のレベル設定プロセスのバジェット  

記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 
dB 

確率分布 除数 u(xi) 
dB 

ci ui(y) 
dB 

ui(y)2 

δRCAL 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの偏差 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
150 Ω－50 Ω 変換アダプタの校正 0.2 正規 k＝2 2 0.10 1 0.10 0.01 

δSETUP レベル設定のセットアップ 0.35 正規 k＝1 1 0.35 1 0.35 0.12 
δLMc レベルメータ 0.5 一様（方形） 1.73 0.29 1 0.29 0.08 
δSWc ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δLMCca) 制御ループ内のレベルメータ 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δTGca) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δMTcb) 信号発生器と CDN との間の不整合 0 U 字形 1.41 0.00 1 0.00 0.00 
δML レベルメータと CDN との間の不整合 0.5 U 字形 1.41 0.35 1 0.35 0.13 
注 a) 注記 3 及び注記 4 を参照。 
注 b) 注記 5 を参照。 

Σui (y)2 0.40 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 0.63 
拡張不確かさ(CAL)  
U(y)=u(y)×k，k = 2 

dB 1.27 

表 G.2－CDN の試験プロセスのバジェット  

記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 
dB 

確率分布 除数 u(xi) 
dB 

ci ui(y) 
dB 

ui(y)2 

δCAL レベル設定プロセス 1.27 正規 k＝2 2 0.63 1 0.63 0.40 
δLMCta) 制御ループ内のレベルメータ 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δTGta) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δMTtb) 信号発生器と CDN との間の不整合 0.3 U 字形 1.41 0.21 1 0.21 0.05 
δSWt ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
注 a) 注記 3 及び注記 4 を参照。 
注 b) 注記 5 を参照。 

Σui(y)2 0.51 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 0.71 
拡張不確かさ U(y)=u(y)×k，k = 2 dB 1.42 

注記 3 レベルメータ（LMC）又は試験信号発生器（TG）の寄与は，試験信号発生器及び増幅器出
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力レベルの制御ループを用いるか否かに応じて，レベル設定プロセス及び試験プロセスの

ための表 G.1 及び表 G.2 中に含める。これらの例では，試験信号発生器は，制御ループの

一部となるので不確かさバジェットに寄与しない。制御ループからの寄与は，レベルメー

タによって確定する（注記 4 参照）。ただし，試験信号発生器は，試験機関の個々の試験セ

ットアップに依存するこの項を試験機関が考慮できることを示唆するため，表 G.1 及び表

G.2 に含める。TG の寄与の説明及び分析は，記号の説明に含む。 

注記 4 同じ装置をレベル設定プロセス及び試験プロセスに用いる場合，繰返し性及びリニアリテ

ィの寄与だけを試験プロセスのための表 G.2 に含める。レベル設定の寄与は，無視するこ

とが可能である。 

注記 5 信号発生器と CDN との間の不整合（MT）の寄与は，制御ループによってレベル設定プロ

セスの結果に組み込まれるため，表 G.1 では通常ゼロになる。レベル設定プロセスと試験

プロセスとで異なる回路が用いられる場合，異なる設定の影響及び試験設定の再現性が，

表 G.2 の不確かさの原因となる。レベル設定プロセス及び試験プロセスに同じ回路が用い

られる場合，これらの寄与は，無視することが可能である。 

記号の説明： 

RCAL は，150 Ω－50 Ω 変換アダプタの不確かさである。この寄与は，通常，校正報告書から得るこ

とが可能である。代替として，VNA で測定した挿入損失を用いて求めることが可能である(図 13 参

照）。規定の損失（9.5 dB）からの最大偏差及びその校正の不確かさは，表 G.1 に含めることが望まし

い。校正証明書が許容範囲に対し合否だけ記載している場合，0.5 dB の値を用いることが望ましい。 

注記 6 偏差はソフトウェアで補正可能である。この場合，最大偏差は，補間の不確かさ及び校正

の不確かさにまで減少させることが可能である。 

注記 7 150 Ω－50 Ω 変換アダプタのインピーダンスは，例えば VNA を用いて直接測定，又は校正

証明書から取り出すことも可能である。この場合，100 Ω の直列抵抗の公称値からの偏差

及び校正の不確かさは，表 G.1 に含めることが可能である。この寄与に対する感度係数 ci

は，それに応じて変更される。 

SETUP は，校正ジグ，CDN と CDN アダプタとの間の接続，及び基準グラウンド面の影響（基準グ

ラウンド面への接続など）の組合せ，すなわち，レベル設定プロセスのセットアップによって導入さ

れた不確かさの組合せである。この寄与は，条件を変化させて実施した再現試験の結果によって得ら

れるか，又はバジェット表の例で示すような知見に基づいて推定することが可能である。 

LMc は，レベルメータ（すなわち，CDN の出力端でレベルの測定に用いる電圧計又は電力計）の不

確かさである。不確かさは，表 G.1 では製造業者の仕様書から取得しているが，他の根拠からも決定

することが可能である。 

SWc は，レベル設定プロセス中に，信号発生器の離散的なレベルステップ幅及びソフトウェアウィ

ンドウ（目的のレベルに対する設定許容範囲）から決定する不確かさである。ソフトウェアウィンド

ウは，通常，試験所によって調整することが可能である。 

LMCc は，レベルメータ（すなわち，信号発生器及び増幅器の出力レベルの制御ループに用いる電圧

計又は電力計）の不確かさである。不確かさは，製造業者の仕様書からの取得又は他の根拠から決定

することが可能である。 

TGc は，信号発生器，電力増幅器及び減衰器を含む試験信号発生器のレベル設定プロセスにおける

不確かさである。不確かさは，製造業者の仕様書から取得又は他の根拠から決定することが可能であ

る。 

注記 8 試験信号発生器の個々の構成要素（信号発生器，電力増幅器の安定度，電力増幅器の急激
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な利得変動，減衰器など）の不確かさは，特に制御ループを試験のセットアップで用いな

い場合は個別に評価することが可能である。 

MTc は，増幅器又は減衰器と CDN との間のレベル設定プロセスにおける不整合の合成である。 

ML は，CDN とレベルメータとの間の不整合である。 

CAL は，レベル設定プロセスにおける試験レベルの拡張不確かさである。 

LMCt は，電力増幅器の出力で用いたレベルメータ（電圧計など）の製造業者の仕様書から取得する

不確かさである。代替として，不確かさを小さくするために，電力計を用いることが可能である。 

TGt は，信号発生器，電力増幅器及び減衰器を含む試験信号発生器の試験プロセスにおける不確か

さである。不確かさは，製造業者の仕様書から取得又は他の根拠から決定することが可能である。 

注記 9 試験信号発生器の個々の構成要素（信号発生器，電力増幅器の安定度，電力増幅器の急激

な利得変動，減衰器など）の不確かさは，特に制御ループを試験のセットアップで用いな

い場合は個別に評価することが可能である。 

MTt は，増幅器又は減衰器と CDN との間の試験プロセスにおける不整合の合成である。この不確か

さの寄与は，同じ構成（すなわち，減衰器及びケーブル）をレベル設定プロセス及び試験プロセスに

用いる場合は無視することが可能である。 

SWt は，試験プロセス中に，信号発生器の離散的なレベルのステップ幅及びソフトウェアウィンド

ウ（目的のレベルに対する設定許容範囲）から決定する不確かさである。ソフトウェアウィンドウは，

通常，試験所によって調整することが可能である。 

b) EM クランプを用いた場合の不確かさバジェット 

EM クランプを用いた場合のレベル設定プロセス及び試験プロセスの不確かさを表 G.3 及び表 G.4
に示す。 

EM クランプの試験レベル設定プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表現）： 𝑈଴ = 𝑈୐୑ୡ + 15.6 dB + δ𝐿𝑀ୡ + δ𝑅𝐶𝐴𝐿 + δ𝑆𝐸𝑇𝑈𝑃 + δS𝑊ୡ + δML  ······················· (G.3) 

寄与の説明： 

ULMc：電力計から得られる電圧表示 Umr［dB(uV)］ 

注記 10 式(G.3)のその他の記号は，“記号の説明”に含む。 

EM クランプの試験プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表示）： 𝑈଴ = 𝑈௫ + 20 log(6/5) + δ𝐿𝑀𝐶୲ + δ𝐶𝐴𝐿 + δ𝑆𝑊୲ + δ𝐴𝐸𝑇𝐸𝑅𝑀  ······················· (G.4) 

 
ここで，Ux = ULMc + 20log(5) 

注記 11 式(G.4)の記号は，“記号の説明”に含む。 

表 G.3－EM クランプのレベル設定プロセスのバジェット 

記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 
dB 

確率分布 除数 u(xi) 
dB 

ci ui(y) 
dB 

ui(y)2 

δRCAL 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの偏差 0.3 一様 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの校正 0.2 正規 k＝2 2 0.10 1 0.10 0.01 
δSETUP レベル設定のセットアップ 0.35 正規 k＝1 1 0.35 1 0.35 0.12 
δLMc レベルメータ 0.5 一様（方形） 1.73 0.29 1 0.29 0.08 
δSWc ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δLMCca) 制御ループ内のレベルメータ 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δTGca) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
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δMTcb) 信号発生器とクランプとの間の不整合 0 U 字形 1.41 0.00 1 0.00 0.00 
δML レベルメータとクランプとの間の不整

合 
－0.5 U 字形 1.41 －0.35 1 －0.35 0.13 

注 a) 注記 12 及び注記 13 を参照。 
注 b) 注記 14 を参照。 

Σui(y)2 0.40 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 0.63 
拡張不確かさ U(y)=u(y)×k，k = 2 dB 1.27 

表 G.4－EM クランプの試験プロセスのバジェット  

記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 
dB 

確率分布 除数 u(xi) 
dB 

ci ui(y) 
dB 

ui(y)2 

δCAL レベル設定プロセス 1.27 正規 k＝2 2 0.63 1 0.63 0.40 

δLMCta) 制御ループ内のレベルメータ 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δTGta) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δMTtb) 信号発生器とクランプとの間の不整合 0.3 U 字形 1.41 0.21 1 0.21 0.05 
δSWt ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δAETERM AE 終端 2.5 一様（方形） 1.73 1.45 1 1.45 2.09 
注 a) 注記 12 及び注記 13 を参照。 
注 b) 注記 14 を参照。 

Σui(y)2 2.60 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 1.61 
拡張不確かさ U(y)=u(y)×k，k = 2 dB 3.22 

注記 12 レベルメータ（LMC）又は試験信号発生器（TG）の寄与は，試験信号発生器及び増幅器出

力レベルの制御ループを用いるか否かに応じて，レベル設定プロセス及び試験プロセスの

ための表 G.3 及び表 G.4 中に含める。これらの例では，試験信号発生器は，制御ループの

一部となるので不確かさバジェットに寄与しない。制御ループからの寄与は，レベルメー

タによって確定する（注記 13 参照）。ただし，試験信号発生器は，試験機関の個々の試験

セットアップに依存するこの項を試験機関が考慮できることを示唆するため，表 G.3 及び

表 G.4 に含める。TG の寄与の説明及び分析は，記号の説明に含む。 

注記 13 同じ装置をレベル設定プロセス及び試験プロセスに用いる場合，繰返し性及びリニアリテ

ィの寄与だけを試験プロセスのための表 G.4 に含める。レベル設定の寄与は，無視するこ

とが可能である。 

注記 14 信号発生器と CDN との間の不整合（MT）の寄与は，制御ループによってレベル設定プロ

セスの結果に組み込まれるため，表 G.3 では通常ゼロになる。レベル設定プロセスと試験

プロセスとで異なる回路が用いられる場合，異なる設定の影響及び試験設定の再現性が，

表 G.4 の不確かさの原因となる。レベル設定プロセス及び試験プロセスに同じ回路が用い

られる場合，これらの寄与は，無視することが可能である。 

記号の説明： 

幾つかの記号は，通常，上記の CDN などを用いた場合の記号を適用する。これらの記号は，表 G.1
及び表 G.2 の記号の説明を参照するものとして，ここでは説明しない。 

注記 15 電流プローブを用いた電流制限を適用する場合，7.4.1 に関する不確かさは，この附属書で

は考慮しない。この場合，U0 の値は，レベル設定プロセスで決定した値と同じではなく，

未知の値に減少するため，U0 に不確かさを割り当てることは不可能である。 

AETERM は，AE インピーダンスの影響であり，EUT の理想的なインピーダンスと想定される 150 
Ωに維持する必要がある。このインピーダンスの偏差は，特に 10 MHz 以下の低周波数帯域において，

EM クランプの方向性が弱い場合に大きな影響を与える。インピーダンスの不整合は，実際には EUT
又は AE に発生する試験信号の割合を決定する。AE のインピーダンスが EUT のインピーダンスより
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も高い場合，EUT よりも AE に大きな電圧が発生する。10 MHz を超える周波数では，AETERM は，

より低い値を用いてもよい。 

この寄与は，VNA を用いて実験的に評価が可能である。クランプの結合係数は，150 Ω の AE イン

ピーダンスで測定し，異なる AE インピーダンスと比較することが可能である。 

c) 電流注入クランプを用いた場合の不確かさバジェット 

電流注入クランプを用いた場合のレベル設定プロセス及び試験プロセスの不確かさバジェットの例

を表 G.5 及び表 G.6 に示す。 

電流注入クランプの試験レベル設定プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表示）: 𝑈଴ = 𝑈୐୑ୡ + 15.6 dB + δ𝐿𝑀ୡ + δ𝑅𝐶𝐴𝐿 + δ𝐽𝐼𝐺 + δS𝑊ୡ + δ𝑀𝐿  ······················· (G.5) 

寄与の説明： 

ULMc：電力計から得られる電圧表示 Umr［dB(uV)］ 

注記 16 式(G.5)のその他の記号は，“記号の説明”に含む。 

電流注入クランプ試験プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表示）: 𝑈଴ = 𝑈௫ + 20 log(6/5) + δ𝐿𝑀𝐶୲ + δ𝐶𝐴𝐿 + δ𝑆𝑊୲ + δ𝐴𝐸𝑇𝐸𝑅𝑀  ······················· (G.6) 

 
ここで，Ux = ULMc + 20log(5) 

注記 17 式(G.6)の記号は，“記号の説明”に含む。 

表 G.5－電流注入クランプのレベル設定プロセスのバジェット 

記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 
dB 

確率分布 除数 u(xi) 
dB 

ci ui(y) 
dB 

ui(y)2 

δRCAL 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの偏差 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの校正 0.2 正規 k＝2 2 0.10 1 0.10 0.01 
δJIG 試験ジグ 0.5 正規 k＝1 1 0.50 1 0.50 0.25 
δLMc レベルメータ 0.5 一様（方形） 1.73 0.29 1 0.29 0.08 
δSWc ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δLMCca) 制御ループ内のレベルメータ 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δTGca) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δMTcb) 試験信号発生器とクランプとの間の不

整合 
0 U 字形 1.41 0.00 1 0.00 0.00 

δML レベルメータとクランプとの間の不整

合 
0.5 U 字形 1.41 0.35 1 0.35 0.13 

注 a) 注記 18 及び注記 19 を参照。 
注 b) 注記 20 を参照。 

Σui(y)2 0.53 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 0.73 
拡張不確かさ (CAL) 
U(y)=u(y)×k，k = 2  

dB 1.46 

表 G.6－電流注入クランプの試験プロセスのバジェット 
記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 

dB 
確率分布 除数 u(xi) 

dB 
ci ui(y) 

dB 
ui(y)2 

δCAL レベル設定プロセス 1.46 正規 k＝2 2 0.73 1 0.73 0.53 
δLMCta) 制御ループ内のレベルメータ 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δTGta) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δMTtb) 信号発生器とクランプとの間の不整合 0 U 字形 1.41 0.00 1 0.00 0.00 
δSWt ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
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δAETERM AE 終端 2.5 一様（方形） 1.73 1.45 1 1.45 2.09 
注 a) 注記 18 及び注記 19 を参照。 
注 b) 注記 20 を参照。 

Σui(y)2 2.68 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 1.64 
拡張不確かさ U(y)=u(y)×k，k = 2 dB 3.27 

注記 18 レベルメータ（LMC）又は試験信号発生器（TG）の寄与は，試験信号発生器及び増幅器出

力レベルの制御ループを用いるか否かに応じて，レベル設定プロセス及び試験プロセスの

ための表 G.5 及び表 G.6 中に含める。これらの例では，試験信号発生器は，制御ループの

一部となるので不確かさバジェットに寄与しない。制御ループからの寄与は，レベルメー

タによって確定する（注記 19 参照）。ただし，試験信号発生器は，試験機関の個々の試験

セットアップに依存するこの項を試験機関が考慮できることを示唆するため，表 G.5 及び

表 G.6 に含める。TG の寄与の説明及び分析は，記号の説明に含む。 

注記 19 同じ装置をレベル設定プロセス及び試験プロセスに用いる場合，繰返し性及びリニアリテ

ィの寄与だけを試験プロセスのための表 G.6 に含める。レベル設定の寄与は，無視するこ

とが可能である。 

注記 20 信号発生器と CDN との間の不整合（MT）の寄与は，制御ループによってレベル設定プロ

セスの結果に組み込まれるため，表 G.5 では通常ゼロになる。レベル設定プロセスと試験

プロセスとで異なる回路が用いられる場合，異なる設定の影響及び試験設定の再現性が，

表 G.6 の不確かさの原因となる。レベル設定プロセス及び試験プロセスに同じ回路が用い

られる場合，これらの寄与は，無視することが可能である。 

記号の説明： 

幾つかの記号は，通常，上記の CDN などを用いた場合の記号を適用する。これらの記号は，表 G.1
及び表 G.2 の記号の説明を参照するものとして，ここでは説明しない。 

注記 21 電流プローブを用いた電流制限を適用する場合，7.4.1 に関する不確かさは，この附属書で

は考慮しない。この場合，U0 の値は，レベル設定プロセスで決定した値と同じではなく，

未知の値に減少するため，U0 に不確かさを割り当てることは不可能である。 

JIG は，試験ジグの不確かさの合成を示す。この合成は，条件を変えた再現性試験から得る，又は

表 G.5 に例示したように経験に基づいて推定する可能である。 

d) 直接注入を用いた場合の不確かさバジェット 

直接注入を用いた場合のレベル設定プロセス及び試験プロセスの不確かさを表 G.7 及び表 G.8 に示

す。 

直接注入の試験レベル設定プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表示）: 𝑈଴ = 𝑈୐୑ୡ + 15.6 dB + δ𝐿𝑀ୡ + δ𝑅𝐶𝐴𝐿 + δ𝑆𝐸𝑇𝑈𝑃 + δS𝑊ୡ + δ𝑀𝐿  ······················· (G.7) 

寄与の説明： 

ULMc：電力計から得られる電圧表示 Umr［dB(uV)］ 

注記 22 式(G.7)のその他の記号は，“記号の説明”に含む。 

直接注入の試験プロセスのモデル関数（全ての量は対数で表示）: 𝑈଴ = 𝑈௫ + 20 log(6/5) + δ𝐿𝑀𝐶୲ + δ𝐶𝐴𝐿 + δ𝑆𝑊୲ + δ𝐷𝐷  ······················· (G.8) 

 
ここで，Ux = ULMc + 20log(5) 

注記 23 式(G.8)の記号は，“記号の説明”に含む。 
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表 G.7－直接注入レベル設定プロセスのバジェット 

記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 
dB 

確率分布 除数 u(xi) 
dB 

ci ui(y) 
dB 

ui(y)2 

δRCAL 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの偏差 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
 150 Ω－50 Ω 変換アダプタの校正 0.2 正規 k＝2 2 0.10 1 0.10 0.01 
δSETUP レベル設定のセットアップ 0.5 正規 k＝1 1 0.50 1 0.50 0.25 
δLMc レベルメータ 0.5 一様（方形） 1.73 0.29 1 0.29 0.08 
δSWc ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δLMCca) 制御ループ内のレベルメータ 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δTGca) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δMTcb) 試験信号発生器と CDN との間の不整合 0 U 字形 1.41 0.00 1 0.00 0.00 
δML レベルメータと CDN との間の不整合 0.5 U 字形 1.41 －0.35 1 －0.35 0.13 
注 a) 注記 24 及び注記 25 を参照。 
注 b) 注記 26 を参照。 

Σui(y)2 0.53 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 0.73 
拡張不確かさ (CAL)  
U(y)=u(y)×k，k = 2 

dB 1.46 

 
表 G.8－直接注入試験プロセスのバジェット 

記号 不確かさの要因 Xi U(xi) 
dB 

確率分布 除数 u(xi) 
dB 

ci ui(y) 
dB 

ui(y)2 

δCAL レベル設定プロセス 1.46 正規 k＝2 2 0.73 1 0.73 0.53 
δLMCta) 制御ループ内のレベルメータ 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δTGta) 試験信号発生器 0 一様（方形） 1.73 0.00 1 0.00 0.00 
δMTtb) 信号発生器とクランプとの間の不整合 0 U 字形 1.41 0.00 1 0.00 0.00 
δSWt ソフトウェア設定許容範囲 0.3 一様（方形） 1.73 0.17 1 0.17 0.03 
δDD 減結合デバイス 2.3 一様（方形） 1.73 1.33 1 1.33 1.77 
注 a) 注記 24 及び注記 25 を参照。 
注 b) 注記 26 を参照。 

Σui(y)2 2.36 
合成不確かさ 𝑢(𝑦) = ඥ∑ 𝑢௜(𝑦)ଶ 1.54 
拡張不確かさ U(y)=u(y)×k，k = 2 dB 3.07 

注記 24 レベルメータ（LMC）又は試験信号発生器（TG）の寄与は，試験信号発生器及び増幅器出

力レベルの制御ループを用いるか否かに応じて，レベル設定プロセス及び試験プロセスの

ための表 G.7 及び表 G.8 中に含める。これらの例では，試験信号発生器は，制御ループの

一部となるので不確かさバジェットに寄与しない。制御ループからの寄与は，レベルメー

タによって確定する（注記 25 参照）。ただし，試験信号発生器は，試験機関の個々の試験

セットアップに依存するこの項を試験機関が考慮できることを示唆するため，表 G.7 及び

表 G.8 に含める。TG の寄与の説明及び分析は，記号の説明に含む。 

注記 25 同じ装置をレベル設定プロセス及び試験プロセスに用いる場合，繰返し性及びリニアリテ

ィの寄与だけを試験プロセスのための表 G.8 に含める。レベル設定の寄与は，無視するこ

とが可能である。 

注記 26 信号発生器と CDN との間の不整合（MT）の寄与は，制御ループによってレベル設定プロ

セスの結果に組み込まれるため，表 G.7 では通常ゼロになる。レベル設定プロセスと試験

プロセスとで異なる回路が用いられる場合，異なる設定の影響及び試験設定の再現性が，

表 G.8 の不確かさの原因となる。レベル設定プロセス及び試験プロセスに同じ回路が用い

られる場合，これらの寄与は，無視することが可能である。 

記号の説明: 

幾つかの記号は，通常，上記の CDN などを用いた場合の記号を適用する。これらの記号は，表 G.1
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及び表 G.2 の記号の説明を参照するものとして，ここでは説明しない。 

DD は，減結合デバイス及び AE による終端の合成不確かさである。減結合が十分な場合，AE 終端

の影響が小さいが，不十分な場合は，大きな影響がある。この寄与は，減結合素子のインピーダンス

から計算可能である。 

G.4 計算した MU の表記及びその適用 

MU は，試験レベルの不確かさへの寄与（例えば，電圧計の振幅仕様及びアダプタの挿入損失校正）と

同様にするために，対数で計算し，通常，dB で表記する。したがって，最良の推定値も対数［例えば，

dB(μV)］で表記しなければならない。 

試験レベルは，電圧の最良推定値及びその拡張不確かさを報告書に記載する。最良推定値とは，適応周

波数範囲内の電圧 U0 の平均でなければならない。 

MU の例を次に示す。 

対数の表記では， 

U0：基準値は 129.5 dB(μV)，許容差は±1.36 dB（CDN 注入の例） 

リニア表記では， 

U0：基準値は 3 V，許容差は-14.5 %，+17 % 

計算した MU は，様々な目的，例えば，製品規格又は試験所認定などに用いられる。この計算結果を，

試験中の EUT に適用する試験レベルの設定のために用いることは意図していない。また，6.4 に規定する

電圧許容範囲の要求事項の評価に用いることも意図していない。 
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附属書 H 
（参考） 

複数の信号による試験 

H.1 一般 

この附属書は，総試験時間を短縮するために，1 回の滞留サイクル中に複数の信号を用いて行う EUT の

試験に関連する情報を提供する。この附属書で提供する情報は，次のとおりである。 

・ 複数の信号によって生じる相互変調の影響 

・ 複数の信号を発生させるために必要な電力 

・ 出力レベル設定の要求事項 

・ リニアリティチェック 

・ 複数の信号による試験の EUT の性能評価基準 

H.2 相互変調 

相互変調は，ノンリニアリティ特性をもつシステムで発生する場合がある。各周波数成分間の相互変調

によって，各周波数の高調波周波数（整数倍）だけでなく，元の周波数の和及び差の周波数及びそれらの

倍数の周波数で追加の信号が形成される。 

この相互変調の結果，側波帯（基本周波数及び高調波周波数を中心とした）の形で不要信号が生成され

る。 

これらの不要信号は，イミュニティ試験の品質に著しい影響を与えてはならない。 

相互変調によって生じた不要信号の例を，図 H.1 に示す。この不要信号は，数学的には式(H.1)で表され

る。 

 

図 H.1－試験周波数 f1 及び f2 並びに相互変調によって生じた 2 次及び 3 次の周波数成分の例 
 

2 次の相互変調成分 

3 次の相互変調成分 

周波数 

電圧
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𝑣୭୳୲ = 𝑎ଵ𝑣ଵ + 𝑎ଶ𝑣୧ଶ + 𝑎ଷ𝑣௜ ଷ + ⋯  ············································(H.1) 

 
ここで， ： 𝑎ଵ，𝑎ଶ及び𝑎ଷは，1 次，2 次及び 3 次高調波の伝達関数である。  

式(H.2)，式(H.3)及び式(H.4)を用いて 1 次，2 次及び 3 次の電圧が計算される。 𝑣ଵ = cos 2π𝑓ଵ𝑡 + cos 2π𝑓ଶ𝑡  ····················································· (H.2) 

 𝑣ଵଶ = 12 (1 + cos 2π(2𝑓ଵ)𝑡) + (cos 2π(𝑓ଵ − 𝑓ଶ)𝑡 + cos 2π(𝑓ଵ + 𝑓ଶ)𝑡)+ 12 (1 + cos2π(2𝑓ଶ) 𝑡) 
··········· (H.3) 

 𝑣ଵଷ = ൬34 + 32൰ cos 2π𝑓ଵ𝑡 + ൬34 + 32൰ cos 2π𝑓ଶ𝑡+ 34 (cos 2π(2𝑓ଵ − 𝑓ଶ)𝑡 + cos 2π(2𝑓ଵ + 𝑓ଶ)𝑡)+ 34 (cos 2π(2𝑓ଶ − 𝑓ଵ)𝑡 + cos 2π(2𝑓ଶ + 𝑓ଵ)𝑡)+ 14 cos 2π(3𝑓ଵ)𝑡 + 14 cos 2π(3𝑓ଶ)𝑡 

··········· (H.4) 

H.3 信号電力増幅に関する要求事項 

複数の信号を発生させるために必要な電力は，ピーク値及び平均値の両方で規定することが可能である。 𝑃୑ୗ୅୚ୋ = 𝑃ௌௌ × 𝑁  ·················································· (H.5) 

𝑃୑ୗ୔୏ = 𝑃ௌௌ × 𝑁ଶ  ·················································· (H.6) 

ここで， PMSAVG： 複数の信号の平均電力値 
 PMSPK： 複数の信号のピーク電力値 
 PSS： 単一信号の平均電力値 
 N： 信号の数 

全てのひずみを制限するために，ピーク電力値を用いて，電力増幅器によって生成できる信号の数を計

算することが可能である。ただし，個々の信号の周波数は異なるため，それらの相対的な位相は常に変化

している。ピーク電力値に到達するのは，全ての信号が同位相になったときだけである。これは比較的短

時間の出来事であり，ほとんどの場合，平均電力の方がより適切な推定値となる。 

平均電力値が用いられ，かつ，増幅器の出力が本来のピーク電力値に到達できない場合，ひずみ（相互

変調）が発生する。一般的に，このようなひずみは，増幅器をリニアリティが保証される範囲内でだけ用

いることで最小限に抑えることが可能である。 

必要な増幅器の電力は，試験レベル設定及びリニアリティの要求事項によって決まる。 

H.4 出力レベル設定の要求事項 

複数の信号を用いて試験を行う場合でも，6.4.2 の出力レベル設定手順では単一の周波数を用いて実施す

ることが望ましい。その場合，従来のように，周波数選択性がなく，複数の信号を解析できない測定器を

用いることが可能である。 
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複数の信号を用いるには，周波数選択性のある測定機器（シグナルアナライザ，スペクトラムアナライ

ザ，ネットワークアナライザ，受信機など）を用いて，追加の出力レベル設定手順を実施する。この出力

レベル設定手順では，6.4.2 の結果（振幅変調の試験レベルを確保するために，各周波数において必要とす

る電力）を用いて，増幅器を飽和させて過度のひずみを発生させることなく，試験で用いることが可能な

信号の数を決定する。6.4.2 のリニアリティチェックは，試験で用いる全ての信号に対して，チェックが失

敗するまで，新しい信号を追加するごとに同時に実施することが望ましい。チェックが失敗する直前の信

号の数が，一緒に用いることができる信号の最大数である。 

H.5 試験信号発生器のリニアリティチェック及び高調波チェック 

6.4.2 に規定するリニアリティチェック手順は，各試験信号セットに対して同時に行う。試験信号セット

内の各信号に対する信号発生器の出力レベルは，同時に 5.1 dB 増加させなければならない。全ての試験信

号を同時に 5.1 dB 増加させた状態で，それぞれの信号の増分が，3.1 dB 以上 7.1 dB 以下であることを測定

し確認しなければならない。 

附属書 J に示す高調波チェック手順は，全ての非基本周波数（高調波，相互変調成分，スプリアスなど）

を含めるように変更することが望ましい。これらの非基本信号は，結合デバイスに供給される電力レベル

で測定するか，又はスペクトラムアナライザを用いて電圧レベルで測定することが可能である。全ての非

基本信号は，試験信号と比較して少なくとも－6 dB であることが望ましい。 

注記 高電力用ローパスフィルタを各増幅器の出力で用いると，高調波及び相互変調成分を増幅器若し

くは測定機器又はその両方（方向性結合器，信号又はスペクトラムアナライザ）の上限動作帯域

幅内に制限することが可能である。 

H.6 複数の信号による試験の EUT の性能評価基準 

滞留時間中に複数の信号で試験すると，EUT はこの規格で規定するよりも多くのエネルギーにさらされ

る。この過剰な注入によって，EUT の機能が失われ，単一周波数による試験では発生しないパフォーマン

スの低下が発生する可能性がある。 

この規格の要求事項は単一周波数による試験に対する要求事項であるため，劣化の原因となった複数の

周波数セットの個々の周波数を用いて製品を再試験する必要がある。この場合，個々の周波数試験の結果

が優先される。 
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附属書 I 
（参考） 

ポート間注入 

I.1 一般 

一つのポートに注入し，同じ種類の別のポートを終端処理している場合，EUT によっては RF 信号によ

って敏感に反応するものがあることが経験的に分かっている。製品規格では，この規格の本体で規定する

手順に代えて，この附属書で記載する方法を規定することが可能である。 

この附属書は，EUT に同じ種類のポートが複数ある場合のポートの試験に関する情報を示している。こ

の附属書では，RF 信号を同じ種類のポートの一つに注入し，7.5 に従って選択したポートの代わりに残り

の同じ種類のポートに終端抵抗を配置して注入する方法を紹介する。 

一つのポートに誘導し，同じ種類の別のポートに流れる RF 信号に対する EUT のイミュニティを評価す

る目的で，7.5 に規定する注入手順を補完して実施する試験を説明する。 

同じ種類を複数もつポートの例には，ローカルエリアネットワーク，熱電対入力，アナログ入出力，デ

ジタル入出力，タコメータカウンタ入力があるが，これらだけに限らない。 

I.2 同じ種類のポートを複数もつ場合の試験セットアップ 

I.2.1 ポートの選択 

注入は，同じ種類の二つのポート間で実施する。物理的にできるだけ近く配置している二つのポートを

選択して試験する。EUT に，異なる種類のポート群がある場合は，ポート群ごとに二つのポートを選択し

て試験する。 

注記 製品規格では，特定のケーブル若しくはインタフェースの種類だけ，又はある一定の長さを超え

ているケーブルをもつポートだけに試験を限定することが可能である。この附属書は，このよう

な限定されたポートだけに適用する。製品規格原案作成委員会は，製品規格の規定に際して，多

目的 I/O カードの全てのモードも検討するよう求められている。 

I.2.2 ポート間注入の手順 

一つのポートを注入ポートとして選択する。もう一つのポートは，50 Ω で終端した CDN に接続する（図

I.1 参照）。 

この規格の本体に従って，他の全ての EUT ポートには減結合装置として用いる CDN を接続する。この

場合，この規格の本体で規定するように，CDN には 50 Ω の終端器は接続しない。 

試験対象に複数の種類のポート群がある場合，それぞれのポート群ごとに試験する。 

試験するポート群に CDN を用いることができない場合は，ポートへの注入に箇条 7 に規定する一般規

則を適用する。注入方法選択の指針は，図 20 参照。 

ポートの試験及び試験結果の取扱いは，箇条 8～箇条 10 による。 
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図 I.1－ポート間注入のセットアップ例 
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附属書 J 
（参考） 

電力増幅器の圧縮及びノンリニアリティ 

J.1 電力増幅器のひずみを制限する目的 

電力増幅器のノンリニアリティは，EUT に加わる妨害信号の不確かさの要因となる可能性がある。この

附属書の目的は，増幅器のノンリニアリティを低く保ち，不確かさに影響を与えないようにすることであ

る。この附属書は，電力増幅器のひずみを理解及び制限するための試験所に向けた指針を提供する。 

J.2 高調波及び飽和が原因として考えられる問題点 

電力増幅器を飽和状態で用いる場合，次のような結果を生じることがある。 

a) 電力計は基本波及び高調波の両方の総電力を測定するため，試験レベル設定時の測定値に高調波が大

きく影響することがある。例えば，EM クランプ入力端子で第 2 次及び第 3 次高調波が基本周波数よ

りも 15 dB 低く，それ以外の高調波は無視することができると仮定する。さらに，第 3 次高調波の周

波数の実質的な EM クランプ係数が，基本周波数のときの係数と比べて，5 dB 低いと仮定する。その

場合，基本周波数の電圧レベルは，第 3 次高調波のレベルよりも 10 dB 高いだけとなる。例えば，合

計振幅が 10 V と測定された場合，基本周波数は 9.5 V だけ寄与していることになる。この差分が EM
クランプレベル設定の不確かさよりも小さい場合，これは許容できる誤差である。スペクトラムアナ

ライザのような周波数選択式装置を用いた場合は，このような測定誤差は生じない。 

b) EUT が意図する基本周波数に対しては影響を受けないが，高調波周波数に対しては強い影響を受ける

場合，高調波が EUT の誤動作の原因となることがある。誤動作は不正確に記録され，不正確な誤動作

対策につながる可能性がある。 

c) 特別な状態で高調波が非常によく抑えられている場合でも，高調波が試験結果に影響を及ぼすことが

ある。例えば 60 MHz の受信機を試験する場合，20 MHz の信号の高調波が十分微弱に抑えられていて

も，受信機の入力で過負荷になるときがある。似たような現象は，信号発生器が高調波に無関係な信

号（スプリアス）を出力している場合にも起こることがある。特殊な LPF 又はノッチフィルタは，感

度の高い EUT の保護に用いることが可能である。 

d) 測定可能な高調波がない場合でも飽和が内在することがある。これは，電力増幅器が高調波を抑える

LPF 若しくは内部回路又はその両方を備えている場合で，かつ，複合技術で帯域端部の高調波を抑え

るように働いている場合でも発生する。このような場合にも，次に示す例のように誤った結果を導く

ことがある。 

1) 6.4.2 に規定するアルゴリズムでは電力増幅器がリニアリティをもつことを前提としているため，電

力増幅器の飽和がレベル設定中に生じた場合，誤ったレベル設定データとなる。 

2) 試験時のこの種の飽和は，不正確な変調度及び変調周波数（通常 1 kHz）を生じる。 

a)～d)の事例から分かるように，ひずみの影響は，試験する EUT の種類に大きく依存するため，電力増

幅器のひずみに対して，数値的な制限を規定できないことは明らかである。 

J.3 妨害信号の高調波成分の制限 

妨害信号の高調波成分は，電力増幅器の出力端子において，調整可能型，トラッキング型又は同調型 LPF
を用いて制限することが可能である。 
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電力増幅器の出力端子に生じた高調波は，J.2 c)に記載する状況を除き，全ての周波数に対する妨害信号

の高調波と基本波との差は 15 dB 以上あれば十分である。 

これによって，妨害電圧レベル誤差は 2 %に制限される。例えば，広帯域で測定した 10 V 信号は，基本

波 9.8 V 及び高調波 1.8 V から生じる結果である。これは，レベル設定の不確かさとして許容してもよい。 

出力端子に固定 LPF をもつ電力増幅器では，基本波周波数の上限は，電力増幅器の仕様上の最大周波数

の約 1/3 となる。 

飽和した電力増幅器の高調波を LPF で抑制している場合，どのような状況（例えば，特性が最も悪い周

波数，変調を含んだ最大妨害電圧レベル）でも，電力増幅器の 2 dB 圧縮点を超えないことが望ましい。2 
dB 圧縮点で，最大電圧振幅は 20 %減少する。これは，80 %変調度が 64 %に低くなること，言い換えると，

EUT 内で検波される電圧の 20 %低減となる。 

J.4 イミュニティ試験へのリニアリティの影響 

J.4.1 一般 

イミュニティ試験の結果に影響を及ぼす問題は，電力増幅器のリニアリティ特性，高調波及び飽和であ

る。 

6.4.2 に規定する CDN 又はクランプのレベル設定手順は，用いる電力増幅器が入力信号に比例した出力

を発生すると仮定している。 

電力増幅器のリニアリティは，用いる電力増幅器がレベル設定電圧レベル及びより低く計算されたレベ

ルにおいて，正しい妨害電圧レベルを生成することを確実にするために検証することが望ましい。 

電力増幅器のリニアリティは，振幅変調の変調度にも影響を与えるため，振幅変調度も検証することが

望ましい。 

J.4.2 電力増幅器のリニアリティ特性評価 

J.4.2.1 評価レベル範囲 

電力増幅器のリニアリティ特性は，試験に用いる電力増幅器の周波数範囲及びレベル範囲全体にわたっ

て評価することが望ましい。これには，変調による変化分を考慮した，最小レベルから最大レベルを含ま

なければならない。 

最大レベルは，変調分を考慮し，測定対象の連続波の最大レベルを 5.1 dB 増加する。 

一つの結合デバイスレベル調整手順に基づいて，異なる試験妨害電圧レベルを計算して求めるときは，

リニアリティ特性評価の範囲は，試験に用いる電力増幅器出力の最小から最大までの範囲とする。例えば，

10 V のレベル調整手順から得られた値を用いて 1 V 試験を実施するならば，電力増幅器出力のリニアリテ

ィ特性評価範囲は，最小 1.8 V～18 V（e.m.f.）と規定される。 

いろいろな結合デバイスは，必要とする妨害レベルを達成するために異なる電力増幅器の出力を必要と

する場合があるため，それについても考慮する。例えば，電流注入クランプは，10 V の妨害試験レベルを

達成するために CDN よりも更に多くの電力を必要とする場合がある。 

注記 6.4.2 に規定する結合デバイスのレベル設定手順では，電力増幅器の最大の出力が 5.1 dB 増加する

とき，許容範囲 2 dB を確認することを規定している。この手順は，電力増幅器の飽和状態を確か
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めるだけに適用し，附属書 J で記載するリニアリティ特性の評価には用いていない。 

J.4.2.2 評価手順 

電力増幅器のリニアリティ評価には，試験のために利用される結合デバイス及び試験装置のような実際

の負荷並びに環境条件を用いることが重要である。試験セットアップを，図 J.1 に示す。 

電力増幅器のリニアリティ特性は，少なくとも電力増幅器の周波数範囲の最小，中央及び最大の周波数

（線形周波数スケール）で評価する。例えば，0.15 MHz～80 MHz の電力増幅器の場合，0.15 MHz，40 MHz
及び 80 MHz で評価する。 

注記 電力増幅器のリニアリティ特性の測定結果の評価によって，ほかの周波数のリニアリティ特性が

妥当であるとみなすことが可能である。 

 

図 J.1－電力増幅器のリニアリティ特性の測定セットアップ 

リニアリティ特性の測定は，上記で記載した各周波数において，次の手順に従って行う。 

a) 結合デバイスを適切にセットアップするために，信号発生器の最小レベル及び最大レベルの出力の設

定を決定する（J.4.2.1 参照）。 

b) 信号発生器を a)で決定した最小値に設定し，信号発生器の出力及び電力増幅器の進行波電力を記録す

る。 

c) 信号発生器の設定を 1 dB 増加し，そのときの信号発生器の出力及び電力増幅器の進行波電力を記録

する。 

d) a) で決定した信号発生器の最大値に到達するまで，b)及び c)を繰り返す。 

e) 残りの周波数で a)～d) を繰り返す。 

J.4.2.3 リニアリティ特性の基準 

J.4.2.2 で得られた結果に関して，信号発生器の出力が 1 dB 増加するごとに，測定した電力増幅器の出力

も 1 dB±1 dB 増加しなければならない（すなわち，電力増幅器のリニアリティ特性の許容範囲は±1 dB で

ある。）。 

J.4.2.2 で記載した手順に従って測定した値が±1 dB の基準を満たす場合，評価した電力増幅器はリニア

リティ特性の基準を満たしている。測定した値がこのリニアリティ特性の基準を超えている場合は，J.4.2.4
及び J.4.2.5 を適用する。 
ある周波数で出力された電力増幅器のリニアリティ特性，及び±1 dB 許容範囲の例を，図 J.2 に示す。こ

の例における信号発生器出力は，最小値の－30 dBm と最大値の 0 dBm との間で変化している。この例で

は，電力増幅器は許容範囲を超えている。 

進行波電力 
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図 J.2－リニアリティ特性 

J.4.2.4 振幅変調の確認 

J.4.2.3 によって得た評価結果がリニアリティ特性の基準±1 dB を超えた場合，次の手順で振幅変調を確

認する。試験セットアップを，図 J.3 に示す。 

J.4.2.3 の評価の結果，許容範囲を逸脱した全ての周波数で試験する。 

図 J.3－変調度の測定セットアップ 

a) 対象の周波数において振幅変調を有効にし，信号発生器の出力を J.4.2.1 で決定した最大値にする。 

b) 図 J.4 に示すようにスペクトラムアナライザの中心周波数を，a)で決定した信号発生器の出力周波数

に設定する。 

c) 搬送波，上側波帯及び下側波帯の波形が画面に表示されるように，スペクトラムアナライザを設定す

る。例えば，周波数スパンを 10 kHz，分解能帯域幅を 100 Hz とする。 

d) 搬送波の値（Lcarrier）と上側波帯又は下側波帯（Lsideband）との振幅の差（Lcs = Lcarrier－Lsideband）を記録す

る（図 J.4 参照）。 

Lcs が 10 dB よりも大きいか，又は Lcs が 6 dB よりも小さい場合，その結果を試験報告書に記録すること

が望ましい。 
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図 J.4－振幅変調信号のスペクトラム 

J.4.2.5 電力増幅器のリニアリティ特性が基準を逸脱した場合のイミュニティ試験 

J.4.2.3 の評価結果が±1 dB の基準を満たさないが，J.4.2.4 の基準を満たす場合には，電力計を用いて試

験信号発生器からの出力を監視し，フィードバック機能をもつシステムで進行波電力を調整しながら試験

を実施することが必要である。 
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